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【はじめに】 
 

 
近年，少子高齢化や国際化の進展，家族形態の多様化，

多様な性の尊重など，急速に社会が変化していくなか

で，性別に関わらず，自分らしく個性と能力を発揮でき

る社会づくりが，これまで以上に求められています。一

方，国連持続可能な開発サミットにおいては，誰一人と

して取り残さない社会の実現に向け，令和 12（2030）年

までに世界各国が取り組む「持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）」が掲げられ，その 17の目標の一つである「ジェ

ンダー平等の実現」は，他のすべての目標を実現する上

でも不可欠なものとして取組が進められています。 

本市では，平成 23年に，「やちよ男女共同参画プラン」を策定し，男女共同参画社会の

実現に向けた各種施策を総合的に推進してまいりました。この度，令和６年度をもって第

２次プランが終了となりますことから，令和７年度から令和 10年度までを計画期間とし

た「第３次やちよ男女共同参画プラン」を策定いたしました。 

本プランには，「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく推進計画

及び「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づく基本計画に加

え，「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づく基本計画を位置付けると

ともに，これまで進めてきた施策の課題や社会情勢の変化を踏まえ，第２次プランに引き

続き，「誰もが活躍でき，尊重されるまち“やちよ”」を基本理念としております。 

今後の課題といたしましては,女性は男性に比べ，生涯を通じてライフステージごとに心

身の状態が大きく変化するという特性に着目し，「ライフステージに応じた健康支援」を位

置づけ，ライフスタイルに合わせ，主体的に健康維持に取り組めるよう支援を図るほか，

「防災・復興」「多様な性の尊重」を引き続き，重点取組として，市民の皆様や各種関係機

関等と連携を図りながら，男女共同参画社会の実現に向け，事業を推進してまいります。 

また，本市では令和７年４月から，同性カップルや事実婚の異性カップルを対象とした

「八千代市パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度」を導入し，県内外の同制度導

入自治体と連携しながら，誰もが尊重され，多様な生き方を選択できる環境づくりにも一

層取り組んでまいります。 

最後になりましたが，本プランの策定にあたり，日頃より本市の男女共同参画施策の推

進にご尽力いただいております，やちよ男女共同参画プラン懇話会委員の方々をはじめ，

各種調査にご協力いただきました市民の皆様に対しまして，心より感謝し御礼を申し上

げます。 

 

令和７（２０２５）年３月     

八千代市長 
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１ プラン策定の背景 

（１）男女共同参画を取り巻く国等の動向 

国では男女共同参画社会の実現に向けて，令和２年 12月に「第５次男女共同参画基本計画」

を策定しました。その後，育児・介護休業法の改正※１，ＤＶ防止法の改正※２，ＬＧＢＴ理解増

進法の施行※３，困難女性支援法の施行※４など，法律の改正等が相次いで行われています。 

しかし，男女共同参画に関する国際的な指数の一つである「ジェンダー・ギャップ指数」

をみると，日本は政治及び経済分野の値が特に低いことから，世界的にみても順位が低

く，主要７か国では最下位となっており，令和６（2024）年は 146か国中 118位（前年は

146か国中 125位）でした。 

 

（２）男女共同参画を取り巻く千葉県の動向 

県では，令和３年３月策定「第５次千葉県男女共同参画計画」，令和４年３月策定「千

葉県ＤＶ防止・被害者支援基本計画（第５次）」，令和６年３月策定「千葉県困難な問題を

抱える女性支援基本計画」に基づき，各種施策を展開しています。 

また，令和６年１月には，多様性が尊重され，誰もが活躍できる社会の実現を図るため，

千葉県多様性尊重条例※５が施行されました。 

 

（３）本市における取組 

本市では，令和３年度から令和６年度までを計画期間とする「第２次やちよ男女共同参

画プラン」を策定し，各種施策に取り組んだほか，令和４年５月には「女性のための相談

事業」による支援の強化を図り，同年 11～12月には「八千代市男女共同参画社会の形成

に向けての事業所調査」を行いました。また，令和５年３月には職員等に向けた「性の多

様性を認め合い行動するためのガイドライン」を策定し，令和６年１月には「八千代市の

男女共同参画に関する市民アンケート」を実施しました。 

 
※１ 育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（令和３年６月改正） 

【改正内容】 

①個別の制度周知・休業取得意向確認と雇用環境整備の措置 ②有期雇用労働者の育児・介護休業取得

要件の緩和 ③出生時育児休業（産後パパ育休）と育児休業の分割取得の改正 ④育児休業取得状況の

公表の義務化 

※２ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（令和５年５月改正） 

【改正内容】 

①保護命令の対象に精神的暴力を追加 ②被害者と同居する未成年の子どもに対する電話等禁止命令の

創設 ③保護命令違反の厳罰化 

※３ 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（令和５年

６月施行） 

※４ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和６年４月施行） 

※５ 千葉県多様性が尊重され誰もが活躍できる社会の形成の推進に関する条例（令和６年１月施行） 
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２ 第２次プランの主な実績と課題 

 

第２次プランでは，目標１ 共につくりだす「誰もが活躍できる環境」，目標２ 互いに

認め合う「個性が尊重されるまち」，目標３ 自分らしく生きる「男女共同参画の推進」，

目標４ みんなで推進する「連携した推進体制」の４つの目標とそれに基づく９つの課題

に 18の施策，37の取組事業を位置付けて，施策・事業を計画的に実施してきました。 

 

（１）目標１ 共につくりだす「誰もが活躍できる環境」 

① 取組事業の実施状況                                                    

女性活躍や男性の家事・育児参画に向けた講座の開催，男女共同参画だよりの発行，女

性委員の登用促進，「女性のための相談事業」による支援をより強化しました。 

 

② 数値目標の状況                                                

市の審議会等の女性委員割合については，令和６年３月時点で 32.8％となっており，

計画策定時の 31.5％を上回っているものの，ほぼ横ばいとなっています。 

 

項  目 
計画策定時 

（令和元年度末） 

実績 

（令和５年度末） 
目標 

市の審議会等の女性委員割合 31.5％ 32.8％ 40.0％ 

 

（２）目標２ 互いに認め合う「個性が尊重されるまち」 

① 取組事業の実施状況                                                  

性的マイノリティの会との連携によるパネル展の実施や，市職員等の指針として「性の

多様性を認め合い行動するためのガイドライン」を策定しました。また，街頭イベントや

行政モニター等でのＤＶ防止啓発のほか，相談窓口についての周知を行いました。 

 

② 数値目標の状況                                                    

ＤＶと認識する人の割合は，精神的暴力で 78.4％，経済的暴力で 78.1％，性的暴力で

84.6％となっています。 
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項  目 計画策定時 
現状 

（令和５年度） 
目標 

次のような行為をＤＶと認識する人の割合 

 ・精神的暴力：交友関係や電話を細かく監視する 

 ・経済的暴力：必要な生活費を渡さない 

 ・性 的 暴 力：避妊に協力しない 

 

 

－ 

 

78.4％ 

78.1％ 

84.6％ 

 

すべての項

目において 

100％ 

 

 

（３）目標３ 自分らしく生きる「男女共同参画の推進」 

① 取組事業の実施状況                                               

図書館や小中義務教育学校でのパネル展示，男女共同参画視点での防災講座の開催，女

性消防団員との連携，ジェンダー平等の意識づくりに向けた啓発等を行いました。 

 

② 数値目標の状況                                                

「夫は外で働き，妻は家庭を守る方がよい」の考えに反対する市民の割合は 53.7％で

過半数となっています。また，性別にとらわれず多様な生き方・働き方を選択できると感

じている市民の割合は 18.2％でした。 

 

項  目 計画策定時 
現状 

（令和５年度） 
目標 

「夫は外で働き，妻は家庭を守る方がよ

い」の考えに反対する市民の割合 
－ 53.7％ 70.0％ 

性別にとらわれず多様な生き方・働き方

を選択できると感じている市民の割合 
30.4％ 18.2％ 40.0％ 

 

（４）目標４ みんなで推進する「連携した推進体制」 

① 取組事業の実施状況                                              

毎年度，プランに位置付けた事業の進捗状況調査及び進行管理を行い，庁内会議や市民

委員等による懇話会へ取組を報告し意見聴取を行いました。また，男女共同参画センター

支援団体や関係機関と連携し事業を実施しました。 
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② 数値目標の状況                                                 

第２次やちよ男女共同参画プランにおいて，達成できた事業の割合については，令和５

年度時点で 77.0％となっています。 

 

項  目 計画策定時 
実績 

（令和５年度） 
目標 

第２次やちよ男女共同参画プランにおい

て，達成できた事業の割合 
― 77.0％ 100％ 

 

 

（５）まとめ  

第２次プランに位置付けた各取組事業は，目標４の数値目標にあるとおり，令和５年度

時点で全体の約８割の事業が計画どおり実施できました。しかし，第２次プランで設定し

た目標１から４までの７項目の数値目標は，令和５年度時点でいずれも目標値を下回っ

ています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から，講座やイベント等の中

止や開催形態の変更などが行われたことにより，計画通り実施することのできない事業

もあったことから，期間中の取組が十分に成果を挙げていないこと等の要因が考えられ

ます。 

次期プランに向けては，関連施策や事業内容を見直すとともに，より積極的・効果的な

手法を検討し，プランの推進を図ります。 
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１ プラン策定の趣旨 

 

女性も男性も互いにその人権を尊重し，共に喜びや責任を分かち合い，性別に関わりな

くその個性と能力を十分に発揮することのできる“男女共同参画社会”の実現に向けて，

国や各自治体では様々な取組が行われてきました。 

本市においては，第２次プランの計画期間が令和６年度で終了することから，これまで

の取組状況の検証や社会・経済情勢の変化等を踏まえて課題を整理し，今後４年間を見据

えた男女共同参画社会づくりの指針として「第３次やちよ男女共同参画プラン」を策定し

ます。 
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２ プランの概要 

 

（１）プランの位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

本プランは，「男女共同参画社会基本法」第 14条第３項に規定する「市町村男女共同参

画計画」です。 

また，本プランの目標１の課題（１）（２）を「女性活躍推進法」第６条第２項に規定

する「市町村推進計画」，目標２の課題（２）を「ＤＶ防止法」第２条の３第３項に規定

する「市町村基本計画」，さらに目標３の課題（３）を「困難女性支援法」第８条第３項

に規定する「市町村基本計画」として位置付けます。なお，関連する法令として「政治分

野における男女共同参画の推進に関する法律」や「ＬＧＢＴ理解増進法」「千葉県多様性

尊重条例」などを考慮しています。 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

第５次千葉県男女共同参画計画 

千葉県ＤＶ防止・被害者支援 

基本計画（第５次） 

千葉県困難な問題を抱える女性 

支援基本計画 

第３次やちよ男女共同参画プラン 
市町村男女共同参画計画【男女共同参画社会基本法】 

八千代市第５次基本構想 

八千代市第５次総合計画後期基本計画 

●関連計画 

八千代市女性職員の活躍推進プラン(第２期計画) 

八千代市職員の仕事・子育て両立支援プラン(後期計画) 

八千代市創業支援等事業計画 

八千代市こども計画 

八千代市地域防災計画 

八千代市学校教育推進計画 

八千代市第３次健康まちづくりプラン・ 

八千代市第２次いのち支えるまちづくりプラン 

市町村推進計画 

女性の職業生活における 

活躍の推進に関する法律 

市町村基本計画 

配偶者からの暴力の防止及び 

被害者の保護等に関する法律 

市町村基本計画 

困難な問題を抱える女性 

への支援に関する法律 

第５次男女共同参画基本計画 
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本プランは，「八千代市第５次基本構想」及び「八千代市第５次総合計画後期基本計画」

ほか関連計画と整合性を図り，国の「第５次男女共同参画基本計画」並びに「第５次千葉

県男女共同参画計画」の内容を踏まえ，策定した計画です。 

 

（２）プランの特徴 

本プランは，男女共同参画社会を実現するための実効性のあるプランとする観点から，

第１次プラン，第２次プランからの連続性に配慮する中で，市が取り組むべき内容を明確

に示すとともに，現在の社会情勢に対応した見直しを行って策定するものです。 

新たな課題として“ライフステージに応じた健康支援”“いきいきと暮らすことのでき

る環境の整備”を位置づけます。また，第２次プランに引き続き，“様々な視点を取り入

れた防災対応の充実”や“多様な性の尊重”の推進を図ります。 

 

（３）ＳＤＧｓ
エスディージーズ

（持続可能な開発目標）への取組 

令和 12（2030）年までに世界各国が達成を目指す共通の目標であるＳＤＧｓの実現に

向け，国では令和５年 12月に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針改定版」※６を

定めています。ＳＤＧｓの基本的理念である「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し，

17 の目標のうち「目標５ ジェンダー平等を実現しよう」は，重要な課題の一つとされ

ています。 

この「目標５ ジェンダー平等を実現しよう」には，９つのターゲットが盛り込まれて

おり，「あらゆる場所における全ての女性及び女児に対するあらゆる形態の差別を撤廃す

る」「政治，経済，公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において，完全かつ効果的な

女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を確保する」等が示されています。 

  

※６ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針改定版（令和５年 12 月） 

【改定内容】これまでの根幹的な考え方を引き継ぎつつ，各目標間の相互連関に留意しながら，具体的取組

を強化・加速していく５つの重点事項（「誰一人取り残さない」包摂社会の実現など）を設定。なお，これま

で同様，人権の尊重とジェンダー平等はすべての目標において横断的に実現されるべきことに十分留意する

ものとされている。 
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（４）プランの期間 

本プランは令和７年度～令和 10年度の４年間を計画期間とします。 

ただし，計画期間中であっても男女共同参画推進に関する社会情勢の変化や法改正等

により，必要に応じ見直しを行う場合があります。 

  

 

令 和 

元年度 

(2019) 

令 和 

２年度 

(2020) 

令 和 

３年度 

(2021) 

令 和 

４年度 

(2022) 

令 和 

５年度 

(2023) 

令 和 

６年度 

(2024) 

令 和 

７年度 

(2025) 

令 和 

８年度 

(2026) 

令 和 

９年度 

(2027) 

令 和 

10 年度 

(2028) 

          

          

          

          

 

 

 

 
第１次プラン 

第２次プラン 

 
第３次プラン 

（令和７年度～令和 10 年度） 

 

八千代市 

第４次総合計画  

八千代市第５次総合計画

基本構想（８年間）

前期基本計画（４年間） 後期基本計画（４年間）
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３ プランの基本理念 

 

本市は，「男女の人権の尊重」「社会における制度又は慣行についての配慮」「政策等の

立案及び決定への共同参画」「家庭生活における活動と他の活動の両立」「国際的協調」と

いった男女共同参画社会基本法が定める「男女共同参画社会の形成についての基本理念」

を十分に意識し，第２次プランに引き続き「誰もが活躍でき，尊重されるまち“やちよ”」

を本プランの基本理念に位置付けて，その実現を目指します。 

 

 

４ プランの目標 

 

基本理念の実現に向けて，本プランを推進するための基本的な方向性として４つの目

標を設定し，男女共同参画を推進します。 

 

目標１ 共につくりだす「誰もが活躍できるまち」 

働く場における女性の活躍を推進するとともに，誰もがワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）を実現し，それぞれの希望に応じて，家庭でも仕事でも地域社会でも活

躍できる環境を目指します。 

 

目標２ 互いに認め合う「一人ひとりが尊重されるまち」 

誰もがお互いを尊重して多様性を認め合い，人権に配慮した行動をとり，偏見や不当な

差別のない地域社会を目指します。また，ＤＶ防止法に基づき，被害の根絶と被害者の早

期発見，早期対応等に適切に取り組みます。 

 

目標３ 自分らしく生きる「いきいきと暮らせるまち」 

誰もが自分らしく健やかに充実して暮らすことができるよう，固定的性別役割分担意

識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消，それぞれの生き方に合わせ

た健康支援や，困難な問題を抱える女性への支援に取り組みます。 

 

目標４ みんなで推進する「人と組織が連携して活動するまち」 

市民，団体，事業者などと行政が連携を図り，様々な意見や情報を取り入れながら計画

を推進します。
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５ プランの体系 

 

 

 

 

 

 

  

 

①政策・方針決定過程への女性の参画  
②働く場における女性活躍の推進 

①生活と仕事を両立できる環境づくり 
②家庭における男女共同参画 

①困難な問題を抱える女性への支援  
②一人ひとりの悩みに応じた相談支援 

①固定的な役割分担意識の解消 
②教育におけるジェンダー平等の推進 

２  

互いに認め合う 

「一人ひとりが尊重 

されるまち」 

３  

自分らしく生きる

「いきいきと暮らせ

るまち」 

(2)ライフステージに応じた 

健康支援 

(2)進行管理の充実 

(1)女性の活躍推進 

(2)職場と家庭における 

男女共同参画 

(2)ＤＶの防止と支援体制の 

整備 

(3)いきいきと暮らすことの 

できる環境の整備 

(1)人権の尊重 

(1)ジェンダー平等の意識 

づくり 

(1)連携体制の構築 

①健康を維持するための情報提供 

４  

みんなで推進する

「人と組織が連携し

て活動するまち」 

 

１ 

共につくりだす 

女性活躍推進計画

①一人ひとりを大切にする意識づくり        
②多様な性の尊重 

①ＤＶを無くすための取組強化 
②相談支援体制の整備 

 

①意識調査の実施 
②計画推進のための進行管理 

①庁内組織の活用                
②国・県・近隣自治体との連携 
③市民や関係機関との連携 

 

(3)防災・復興における 

男女共同参画 
①様々な視点を取り入れた防災対応の充実 

困難女性支援計画

ＤＶ防止基本計画

誰もが活躍でき，尊重されるまち“やちよ” 基本理念 

目標         課題            施策 
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６ プランの策定経過 

 

本プランは，公募による市民委員と学識経験者で構成する「やちよ男女共同参画プラン

懇話会」（以下「懇話会」という。），市の部長級職員で構成する「八千代市男女共同参画

推進会議」（以下「推進会議」という。），市の課長級職員で構成する「八千代市男女共同

参画推進会議幹事会」が中心となり検討を行いました。 

また，本プランは，「八千代市男女共同参画社会の形成に向けての事業所調査」(以下

「事業所アンケート」という。)，「八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート」(以

下「市民アンケート」という。)やパブリックコメントの実施など，様々な市民参画の過

程を経て策定しています。 

 

 

第３次やちよ男女共同参画プラン 

パブリックコメント 

・本市の課題等の抽出 

・関係各課との調整 

・必要な施策，事業の検討 

・指標の設定 

 

やちよ 

懇話会 

 八千代市男女共同参画推進会議 

 
八千代市男女共同参画推進会議 

幹事会 

事業所アンケート（令和４年度） 

市民アンケート（令和５年度） 
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７ プランの推進体制と進行管理 

 

（１）プランの推進体制 

男女共同参画社会の実現に向けた取組は広範囲の分野にわたることから，関係部署が

相互に連携しながら，全庁的に施策の展開を図る必要があります。本プランにおいても，

推進会議が中心となって施策を総合的・全庁的に推進するとともに，懇話会からの意見を

随時取り入れながら，計画の推進を図ります。 

 

（２）プランの進行管理 

本プランは実効性を高めるため，第２次プランに引き続き，進行管理を行う取組事業と

関連計画等に推進を委ねる関連事業に分けています。 

取組事業については，事業の進捗状況を毎年度評価します。その結果を懇話会及び推進

会議に報告し，公表します。また，ＰＤＣＡマネジメントサイクル※７により，懇話会及

び推進会議における意見等を各所管課にフィードバックして以後の取組の改善につなげ

るなど，適切な進行管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※７ ＰＤＣＡマネジメントサイクル 

マネジメントサイクルの一つで，Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Action（改善）のプロセ

スを順に実施し，継続的な業務改善活動を推進していくシステム。計画（Plan）に沿って，実行（Do）

できていたのかを評価（Check）し，業務の改善（Action）を行い，次の計画（Plan）に反映させるシス

テムを循環させること。 

 

 

 

 ＰＤＣＡマネジメントサイクル  

Ｐｌａｎ 

（計画） 

Ａｃｔｉｏｎ 

（改善） 

Ｄｏ 

（実施） 

Ｃｈｅｃｋ 

（評価） 
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目標１ 共につくりだす「誰もが活躍できるまち」 

 

誰もが希望に応じて，家庭でも仕事でも地域社会でも活躍できる社会を目指します。ま

た，本市では，課題(1)「女性の活躍推進」及び課題(2)「職場と家庭における男女共同参

画」を，女性活躍推進法に基づく「市町村推進計画」として位置付けます。 

 

八千代市女性活躍推進計画  

性別に関わらずあらゆる分野で活躍できる男女共同参画社会を実現するため，女性

の職業生活における活躍を推進し，誰もが自分の力を発揮できる環境を整えます。 

 

■数値目標 

項  目 
現状 

（令和５年度末） 
目標 

市の審議会等の女性委員割合 32.8％ 40.0％ 

 

 

  

目標 
１ 

共につくりだす「誰もが活躍できるまち」 

４ 

２ １ 

３ 

男女って平等なのかな？ 
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課題（１） 女性の活躍推進 
課題（１）女性の活躍推進 

本市の審議会等委員の女性委員割合は，令和３年度の 31.4％から令和５年度は 32.8％

まで上昇し，全国市町村・千葉県内市町村平均値を上回っていますが，第２次プランで設

定した目標値を下回っています【図 1-1】。また，本市職員の女性管理職割合は，令和３

年度の 16.7％から令和５年度は 15.6％となり低下傾向です【図 1-1】。国は，2020年代の

可能な限り早期に指導的地位に占める女性の割合を 30％程度にすることを目標に掲げて

いますが，本市ではこの目標を大幅に下回っています。 

令和５年度に実施した市民アンケートでは，女性の理想の働き方として「ずっと働く

（結婚や子育てを機に短時間勤務や勤務日を減らす）」が望ましいという回答が 33.3％で

あり，令和元年度の前回調査で一番回答が多かった「子育ての時期に一時仕事を辞め，そ

の後は働く」の 26.5％を上回りました【図 1-2】。国勢調査によると，本市の女性の就業

人口は，平成 12年の 32,247人が令和２年には 39,877人に増加しています。この期間中

の男性の就業人口は減少傾向にあるため，全就業者数に占める女性の割合は，平成 12年

の 38.3％が令和２年には 44.5％まで上昇しています【図 1-3】。しかし，令和２年の国勢

調査によると，本市の女性の年齢階級別労働力率は依然として 30歳代を底とする「Ｍ字

カーブ」の状態が見られ，全国や千葉県と比較してＭ字の底が深い状態となっています

【図 1-4】。このように，女性の働き方についての市民の意識に変化が現れ，就労する女

性は増加していますが，全国と比較して女性の就労状況は全体的に低くなっています。 

今後，市の政策・方針決定過程への女性の参画を加速させるとともに，女性が本人の希

望に添って働き続けることができるよう，講座の開催等による支援を図ります。 

 

 

【図 1-1 第２次プランでの女性の参画状況】 

  

項  目 
第２次プラン実績値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市の審議会等の女性委員割合 31.4％ 32.5％ 32.8％ 

市職員の女性管理職割合 16.7％ 17.5％ 15.6％ 
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【図 1-2 女性の理想の働き方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

【図 1-3 女性就業人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

   

51,896 52,187 51,029 49,505 49,678

32,247 33,613 34,915 36,334 39,877

84,143 85,800 85,944 85,839 89,555 

38.3% 39.2%
40.6%

42.3%
44.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

50,000

100,000

150,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（人）

女性 男性 全就業者数に占める女性の割合

33.3

26.5

22.6

5.3

1.9

1.7

7.3

1.4

27.5

29.1

17

4.0

1.6

2.7

5.7

12.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ずっと働く（結婚や子育てを機に短時間勤務や勤務日

を減らす）

子育ての時期に一時仕事を辞め、その後は働く

ずっと働く（勤務条件等を変えない

※産前産後休暇と育児休業を取る場合を含む）

子どもができるまで働き、出産を機に仕事を辞める

ずっと職業を持たず、家事に専念する

結婚までは働き、結婚を機に仕事を辞める

その他

無回答

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

ずっと働く（結婚や子育てを機に短時間勤務や 

勤務日を減らす） 

子育ての時期に一時仕事を辞め，その後は働く 

ずっと働く（勤務条件等を変えない。※産前産後 

休暇と育児休業を取る場合も含む） 

子どもができるまで働き，出産を機に仕事を辞める 

ずっと職業を持たず，家事に専念する 

結婚までは働き，結婚を機に仕事を辞める 

その他 

無回答 
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【図 1-4 全国，千葉県，八千代市の女性の年齢階級別労働力率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 労働力率は 15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合 

資料：国勢調査（令和２年） 
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳～

（％）

全国 千葉県 八千代市

 

「ナイスさんかく」は，男女共同参画センターが

作成したオリジナルキャラクターです。 

４コマまんがなどで，身近な男女共同参画につい

て紹介しています。 

 

●八千代市ホームページ「レッツさんかく！」 

～4 コマまんがで男女共同参画～

 

 

「ナイスさんかく」 
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施策① 政策・方針決定過程への女性の参画                                           

政策・方針決定過程に意見を反映できるよう，積極的に女性の参画を推進します。 

 

【取組事業】 

事業１ 審議会等における女性参画の推進 

事業概要 

市の運営に女性の意見が生かされるよう，女性委員割合が目標値に満た

ない審議会等の所管課への働きかけや，推薦母体となっている団体等へ

の啓発を行います。また，女性が政治を身近に感じられるよう情報発信等

を行います。 

所管課 各審議会等所管課，男女共同参画センター 

 

事業２ 女性職員のキャリア育成支援 

事業概要 

キャリア育成支援のため，管理職に必要なマネジメント能力や仕事と生

活の調和の推進等に関する研修に積極的に派遣するなど，女性職員の意

欲向上を図ります。 

所管課 職員課 

 

【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

①公募委員における女性

の登用促進 

 （コミュニティ推進課） 

八千代市審議会等委員候補者公募制

度における，公募委員候補者名簿を

審議会等所管課に提供する際は，女

性割合を考慮し選考するよう周知し

ます。 

― 

 

 

施策② 働く場における女性活躍の推進                                

女性が自分らしい働き方を選択し，自分の希望に沿った生き方を実現できるよう，自立

や活躍に向けて支援や情報提供を行います。 

 

【取組事業】 

事業３ 女性の就労や再就職への支援 

事業概要 
就労や再就職を目指す女性を対象に，講座の実施等により情報を提供し

ます。 

所管課 商工観光課，男女共同参画センター 
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事業４ 女性のエンパワーメント※８の推進 

事業概要 
講座の開催等により，女性のエンパワーメントに向けた情報提供を行い

ます。 

所管課 男女共同参画センター 

 

【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

②職員採用試験における

女性志望者の拡大 

（職員課） 

大学等における女性職員による採用

説明会の実施や，採用情報を発信す

る際に女性職員の活躍をホームペー

ジ等で紹介するなど，積極的にＰＲ

を行います。 

八千代市女性職員

の活躍推進プラン

(第２期計画) 

③職域の拡大によるキャ

リアアップ支援 

（職員課，消防総務課） 

これまで女性職員の配置が少なかっ

た部署やポストにも，その適性を見

極めながら広く配置するなど，多種

多様な経験ができるような機会を設

けます。 

― 

④創業支援 

（商工観光課） 

関係機関と協調し，相談窓口を設け，

創業を希望する人のニーズに合った

ビジネスモデルの構築，資金調達な

どの支援を行います。 

八千代市創業支援

等事業計画 

 

  

※８ エンパワーメント 

自ら主体的に行動することによって，状況を変える力を付けること。 
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課題（２） 職場と家庭における男女共同参画 

 

近年，働き方改革関連法や改正育児・介護休業法の施行を背景として，男性の子育てへ

の参画に対する社会的な意識が急速に高まっています。しかし，本市が令和４年度に実施

した事業所アンケートでは，出産した女性従業員の９割以上が育児休業を取得している

のに対し，配偶者が出産した男性従業員で育児休業を取得した人の割合は３割を下回っ

ています。本市の男性職員の育児休業取得率は上昇が続いており，令和５年度は 35.1％

でした【図 1-5】。市民アンケートでは，育児休業や介護休業を取得する男性が少ない理

由として「職場の理解を得られないから」の 27.4％が最も多くなっており，この傾向は

令和元年度の前回調査と変化していません【図１-6】。事業所アンケートでは，事業所が

行政に期待することとして「学童を含む保育施設や子育て支援の充実」「介護施設や介護

支援の充実」が多く挙げられており，市民アンケートでは，男女共同参画社会をつくるた

めに本市で特に必要だと思う取組として，「事業者に対して仕事と家庭を両立しやすい労

働条件の整備・改善を働きかける」が最も多くなっています【図 1-7】。 

誰もが社会で対等な立場で活躍するためには，仕事と家庭・地域生活の両立（ワーク・

ライフ・バランス）が重要です。家庭生活での役割分担について，市民アンケートでは，

食事のしたくや洗濯などといった日常的な家事を女性のみが担うのではなく，男女が適

宜分担しているという割合が令和元年度の前回調査を上回っています【図 1-8】。しかし，

男女別の調査結果からは，「主に女性」と回答した女性の割合が男性を上回る項目の多く

で，「適宜分担」と回答した男性の割合が女性を上回っています。 

誰もが働きやすく，自らの仕事と生活を両立できる環境づくりのため，市内事業所に対

して，従業員のワーク・ライフ・バランスに関する情報を提供します。また，性別に関わ

らず協力して家事や育児等に取り組めるよう，男性の積極的な参画を促します。  
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【図 1-5 男性職員の育児休業取得率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：八千代市 

 

【図 1-6 育児休業や介護休業を取得する男性が少ない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

9.1%

0.0%
0.0% 0.0% 0.0%

13.0%
14.3%

10.2%

27.5%

35.1%

0%

10%

20%

30%

40%

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

27.4

14.0

12.5

11.0

9.4

7.2

6.2

4.1

5.7

2.5

27.9

13.7

9.7

7.5

10.3

9.4

4.1

5.7

5.3

6.4

0% 10% 20% 30% 40%

職場の理解を得られないから

休業中は収入が少なくなり、

家計を維持できないから

職場の同僚に申し訳ないと思うから

昇進や昇給に影響する恐れがあるから

休業後の職場復帰に不安があるから

仕事の責任が重いから

仕事の量が多いから

女性の方が育児や介護に向いているから

その他

無回答

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

職場の理解を得られないから 

休業中は収入が少なくなり， 

家計を維持できないから 

職場の同僚に申し訳ないと思うから 

昇進や昇給に影響する恐れがあるから 

休業後の職場復帰に不安があるから 

仕事の責任が重いから 

仕事の量が多いから 

女性の方が育児や介護に向いているから 

その他 

無回答 
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【図 1-7 男女共同参画社会をつくるために八千代市で特に必要だと思う取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

  

32.2

30.7

25.9

12.6

11.3

11.2

11.0

9.0

6.4

6.3

5.7

2.6

5.6

4.1

1.1

39.0

28.9

27.6

12.5

11.3

12.5

8.5

10.0

4.8

7.7

6.4

4.1

1.9

4.0

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業者に対して仕事と家庭を両立しやすい労働条件の

整備・改善を働きかける

保育サービスを充実する

介護サービスを充実する

学校教育における男女共同参画教育を進める

事業者に対して職場における男女格差の

是正を働きかける

男性も女性も地域で活動し、地域とのつながりを

つくれるように支援する

市役所が率先して模範となることで、

男女共同参画の職場づくりを働きかける

男女共同参画の意識を高めるための学習の場

（講座等）や情報提供（情報誌等）を充実する

市の施策に関する審議等を行う場に

女性の参画を進める

市役所の責任ある立場に女性を積極的に登用する

男女共同参画推進を目的とした市民活動を支援する

女性を対象とした各種相談やＤＶ被害から

救済するための体制を充実する

その他

特にない

無回答

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

(複数回答）

事業者に対して仕事と家庭を両立しやすい 

労働条件の整備・改善を働きかける 

保育サービスを充実する 

介護サービスを充実する 

学校教育における男女共同参画教育を進める 

事業者に対して職場における男女格差の 

是正を働きかける 

男性も女性も地域で活動し,地域とのつながりを 

つくれるように支援する 

市役所が率先して模範となることで，男女 

共同参画の職場づくりを働きかける 

男女共同参画の意識を高めるための学習の場 

（講座等）や情報提供（情報誌等）を充実する 

市の施策に関する審議等を行う場に 

女性の参画を進める 

市役所の責任ある立場に女性を積極的に登用する 

男女共同参画推進を目的とした市民活動を支援する 

女性を対象とした各種相談やＤＶ被害から 

救済するための体制を充実する 

その他 

特にない 

無回答 
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【図 1-8 家庭生活での役割分担】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

主に男性

3.5

1.9

5.8

3.7

6.8

5.0

5.0

4.0

42.8

45.0

0.7

0.4

0.9

0.6

2.2

2.6

1.9

1.1

18.2

17.5

6.4

6.6

主に女性

68.9

72.8

64.6

69.1

53.0

58.4

47.0

55.1

7.2

6.6

35.7

46.2

23.0

29.8

16.7

23.4

14.3

18.1

20.6

28.3

26.9

36.0

適宜分担

16.4

11.7

18.3

14.0

28.7

22.6

35.8

27.1

34.0

29.8

12.5

9.4

23.7

23.8

25.4

24.2

12.8

11.5

20.2

19.2

12.5

13.8

ひとり暮らし

10.4

6.7

10.5

6.8

10.5

6.7

10.4

6.8

8.2

5.1

4.0

2.0

4.0

2.0

3.8

2.0

4.2

2.4

5.2

3.4

4.3

3.1

該当しない

0.1

1.7

0.1

1.3

0.1

1.9

1.0

1.9

6.6

7.7

44.5

33.8

45.6

35.5

49.2

38.7

64.4

57.8

34.7

25.6

48.0

33.8

無回答

0.7

5.3

0.6

5.1

0.7

5.4

0.9

5.1

1.4

5.8

2.6

8.3

2.9

8.4

2.6

9.1

2.5

9.0

1.1

5.8

1.9

6.7

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

単位:％

①食事のしたく 

 

 

②洗濯 

 

 

③掃除 

 

④日常の買い物（食糧

品・日用品など） 

 

⑤高額な商品や不動産

などの購入の決定

 

⑥子どもの身のまわ

りの世話 

 

⑦子どものしつけ 

 

⑧子どもと遊ぶ，勉強

などを教える 

 

⑨高齢者や障害者， 

病人の介護・看護 

 

⑩町内会・自治会の 

活動 

 

⑪ＰＴＡやボランティ

アなどの地域活動 
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施策① 生活と仕事を両立できる環境づくり                                 

関係機関との連携に努め，情報発信による意識づくりを行います。 

 

【取組事業】 

事業５ 関係機関と連携した情報提供 

事業概要 
多様な働き方や女性活躍推進に関する情報提供を関係機関と連携して行

います。 

所管課 商工観光課，男女共同参画センター 

 

【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

⑤時間外勤務の縮減 

（職員課） 

定時退庁日の周知や事務の簡素合理

化の推進に取り組みます。 

八千代市職員の仕

事・子育て両立支援

プラン(後期計画) 

⑥育児休業を取得しやす

い環境の整備 

（職員課） 

休業制度の周知や円滑な職場復帰の

支援に取り組みます。 

八千代市職員の仕

事・子育て両立支援

プラン(後期計画) 

 

施策② 家庭における男女共同参画                                    

家事・育児・介護への男性の参画を図るため，必要な知識を提供します。 

 

【取組事業】 

事業６ 男性の家事への参画促進 

事業概要 男性を対象に家事への参画に関する講座の実施や情報提供を行います。 

所管課 男女共同参画センター 

 

事業７ 男性の子育て参画促進 

事業概要 
妊娠中から夫婦で子育てする意識を高めるほか，父親が子どもと一緒に

過ごす機会や父親同士の交流の場をつくります。 

所管課 
子ども保育課（子ども支援センターすてっぷ 21，地域子育て支援センタ

ー），母子保健課，男女共同参画センター 
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【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

⑦ニーズに合わせた保育

事業の充実 

（子ども保育課） 

一時預かり事業，ファミリー・サポー

ト・センター事業などの充実に努め，

ニーズに沿った対応と受け皿の確保

に努めます。 

八千代市こども計画 

⑧親子のふれあいや交流

機会の充実 

（子ども保育課，公民館） 

子どもを連れて利用できる施設やイ

ベント等を周知し，交流機会の充実

を図ります。 

八千代市こども計画 

  

家事や育児って誰の仕事だろう？ 

１ 

３ 

２ 

４ 
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課題（３） 防災・復興における男女共同参画 

 

近年，想定を上回る大規模な自然災害が発生しています。災害発生時には，日ごろの固

定的な性別役割分担意識から，男性はリーダーとして意思決定を行い，女性は炊事や掃除

などの補助的な役割を求められがちです。また，依然として避難所責任者の多くが男性で

あり，女性の視点が十分に行き届かなかったために，多様なニーズへの柔軟な対応が遅れ

がちになるという課題があります。 

平常時から男女共同参画視点の防災・復興の重要性を周知し，引き続き，女性の参画拡

大に取り組みます。 

 

 

【図 1-9 地方防災会議の委員に占める女性の割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」より作成。 

各年４月１日時点（一部の地方公共団体においては，異なる場合あり。）のデータとして各地方公共団体から

提出のあったものを基に作成したものである。 

東日本大震災の影響により，平成 23（2011）年値には，岩手県の一部，宮城県の一部，福島県の一部が，平

成 24（2012）年値には，福島県の一部がそれぞれ含まれていない。また，北海道胆振東部地震の影響により，

平成 30（2018）年値には北海道厚真町が含まれていない。 

「市区」に政令指定都市及び特別区を含む。 

資料：男女共同参画白書令和６年版（内閣府） 

 

  

7.1

8.4
8.7 8.8 9.3

10.3

10.8

30.0

2.1

15.7 16.0

16.1 16.1

19.2

21.8

0%

3%

6%

9%

12%

15%

18%

21%

24%

27%

30%

33%

36%

39%

市区町村

都道府県

（第５次男女共同参画基本

計画における成果目標） 

（2025 年） 

平成 16      19        22          26          30       令和３       ５    ７年 

(2004)           (2007)          (2010)                (2014)                 (2018)          (2021)      (2023)    (2025) 
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施策① 様々な視点を取り入れた防災対応の充実                             

災害対応力を強化するために，多様な意見を取り入れることができるよう，女性の参

画を図ります。 

 

【取組事業】 

事業８ 男女共同参画の視点から取り組む防災・復興情報の提供 

事業概要 

地域の防災訓練や市ホームページなどで，災害時の避難所運営等におけ

る多様なニーズに配慮した運営や自主防災組織への女性の参画など，男

女共同参画の視点から取り組む防災・復興に関する情報提供を行います。 

所管課 危機管理課，男女共同参画センター 

 

事業９ 女性の防災分野への参画の促進 

事業概要 
災害時の避難所運営等において，防災対応の充実を図るため，関係機関と

連携し，女性の参画を促進します。 

所管課 危機管理課，男女共同参画センター 

 

事業 10 職員への情報発信と意識啓発 

事業概要 多様なニーズに対応できる体制の充実を図ります。 

所管課 危機管理課，男女共同参画センター 

 

 

【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

⑨女性消防団への支援 

（消防総務課） 

女性消防団員がそれぞれの地域で活

動できるよう研修の機会を提供しま

す。 

― 

⑩女性消防団との連携 

（予防課） 

女性消防団員と連携し，地域住民や

幼年消防クラブ員に対する火災予防

啓発事業を行います。 

― 
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目標２ 互いに認め合う「一人ひとりが尊重されるまち」 

 

誰もが互いを尊重し，多様性を認め合い，偏見や不当な差別のない地域社会を目指しま

す。また，本市では，課題(2)「ＤＶの防止と支援体制の整備」を，ＤＶ防止法に基づく

「市町村基本計画」として位置付けます。 

 

八千代市ＤＶ防止基本計画  

性別に関わらず，配偶者や恋人など親密な関係にある人からふるわれる暴力のこと

をドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）と言います。暴力は重大な人権侵害です。特

に配偶者からの暴力は外部から発見が難しい家庭内で行われることから，被害が潜在

化・深刻化しやすいという特徴があります。ＤＶは一部の限られた人だけの問題ではあ

りません。市民一人ひとりの理解に向けた意識の醸成等を行います。 

 

■数値目標 

項  目 
現状 

（令和５年度） 
目標 

次のような行為をＤＶと認識する人の割合 

 ・精神的暴力：交友関係や電話を細かく監視する 

 ・経済的暴力：必要な生活費を渡さない 

 ・性 的 暴 力：避妊に協力しない 

 

78.4％ 

78.1％ 

84.6％ 

すべての項目

において 

100％ 

市民アンケート調査結果 

 

  

目標 
２ 

互いに認め合う「一人ひとりが尊重されるまち」 

ＤＶのサイクル 
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課題（１） 人権の尊重 

 

男女共同参画社会の実現のためには，一人ひとりの市民が人権の重要性を十分に理解

し，多様な生き方，暮らし方を尊重し配慮し合う意識を持つことが不可欠です。令和５年

度に実施した市民アンケートでは，男女共同参画社会をつくるために個人の心掛けで特

に必要だと思うこととして，「男女が互いに対等な存在として評価・尊重する意識を持つ」

が 40.9％で最も多い回答となっています【図 2-1】。 

ＬＧＢＴ理解増進法の制定等をきっかけに，性の多様性についての社会的な認識が急

速に高まっており，性的指向・性自認による困難や悩み，生きづらさを抱える人々への理

解が広がりつつあります。市民アンケートでは，「性的マイノリティの人々にとって生活

しづらい社会だと思う・どちらかと言えば思う」と回答した市民が 76.7％でした【図 2-

2】。その対策として，「多様な生き方を選択できる環境づくりに取り組む」が最も多い回

答となっています【図 2-3】。 

市民一人ひとりが人権の大切さを理解し，互いを認め合い，対等な存在として尊重され

るよう意識の向上に努め，性の多様性について正しい理解を広げることで，性的マイノリ

ティの人々が抱える生きづらさの解消につなげます。 

 

【図 2-1 男女共同参画社会をつくるために個人の心掛けで特に必要だと思うこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

40.9

22.4

19.2

14.9

2.2

0.4

40.6

20.7

17.1

12.1

1.1

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男女が互いに対等な存在として評価・尊重する意識を持つ

男女ともに独立した人格としての自覚と責任意識を高める

「男らしく」「女らしく」ということにとらわれず、

「自分らしく」行動する

性別に関する偏見や先入観を持たないように心掛ける

その他

無回答

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

男女が互いに対等な存在として評価・尊重する意識を持つ 

男女ともに独立した人格としての自覚と責任意識を高める 

「男らしく」「女らしく」ということにとらわれず， 

「自分らしく」行動する 

性別に関する偏見や先入観を持たないように心掛ける 

その他 

無回答 
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【図 2-2 性的マイノリティの人々にとって生活しづらい社会だと思うか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

【図 2-3 性的マイノリティの人々が生活しやすくなるために必要な対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「多様な生き方を選択できる環境づくりに取り組む」の項目については，令和５年度調査から選択肢に追加した 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書  

思う

26.6%

どちらかと言えば思う

50.1%

どちらかと言えば

思わない

14.1%

思わない

7.2%

無回答

2.0%

総数
807

61.6

29.6

28.3

22.9

12.9

12.1

5.0

4.5

2.3

0.0

40.0

40.0

25.5

18.7

16.4

12.8

5.5

4.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

多様な生き方を選択できる環境づくりに取り組む

生徒や市民への対応を想定し、小・中学校や高校

などの学校教員や行政職員への研修等を行う

法律等に性的マイノリティへの偏見や

不当な差別解消への取組を明記する

働きやすい職場づくりに取り組む

相談窓口等を充実させ、周知する

行政が市民等へ周知啓発を行う

当事者や支援団体、行政等を交えた

意見交換を行う

その他

特になし

無回答

令和５年度（n=619）

令和元年度（n=475）

（複数回答）

多様な生き方を選択できる環境づくりに取り組む 

生徒や市民への対応を想定し，小・中学校や  

高校などの学校教員や行政職員への研修を行う 

法律等に性的マイノリティへの偏見や不当な 

差別解消への取組を明記する 

働きやすい職場づくりに取り組む 

相談窓口等を充実させ，周知する 

行政が市民等へ周知啓発を行う 

当事者や支援団体，行政等を交えた意見交換を行う 

その他 

特になし 

無回答 
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施策① 一人ひとりを大切にする意識づくり                                                      

人権意識の醸成に向け，ジェンダー平等に関する啓発等を行います。 

 

 

【取組事業】 

事業 11 ジェンダー平等の周知と啓発 

事業概要 
パネル展示や関連資料の配布等によって，ジェンダー平等に関する周知

と啓発に取り組みます。 

所管課 男女共同参画センター 

 

事業 12 職員の意識啓発 

事業概要 
男女共同参画への職員の理解を深めるために，ジェンダー平等に関する

研修等による意識啓発を行います。 

所管課 職員課，男女共同参画センター 

 

【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

⑪人権啓発活動活性化 

事業 

（健康福祉課） 

人権尊重についての啓発事業や啓発

活動を通して，一人ひとりの人権や

人格を尊重する意識の浸透を図りま

す。 

― 

⑫人権相談 

（健康福祉課） 

人権に関する様々な悩み等につい

て，船橋人権擁護委員協議会の人権

擁護委員による人権相談の場を提供

します。 

― 
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●ＳＯＧＩ（ソジ・ソギ） 
 

SOGI（ソジ・ソギ）は，性的指向（Sexual
セクシュアル

 Orientation
オリエンテーション

）と性自認（Gender
ジェンダー

 Identity
アイデンティティー

）の頭

文字をとった言葉です。LGBTQ のように性的マイノリティという特定の人を表すのではなく，

SOGI はすべての人の性のあり方に関わる概念であり，備わっている要素です。 

【性のあり方は多様です】 

性は「心の性(性自認)」「好きになる性(性的指向)」「身体の性」「表現する性」の４つの要素

の組み合わせから形作られています。この４つの要素は，男女にはっきりと分けられるものではな

く，人によって違うことから，性のあり方は多様です。 

【性を構成する主な４つの要素】 

施策② 多様な性の尊重                                                          

自分の性が多様な性のあり方の一つというＳＯＧＩ（ソジ・ソギ）の認識を周知し，偏

見のない誰もが尊重される社会を目指します。 

 

【取組事業】 

事業 13 多様な性への理解促進 

事業概要 

ＳＯＧＩの視点や多様な性の理解促進に努めるとともに，パートナーシ

ップ制度等の周知を図ります。また，各種書式における性別記載欄の見直

しを進めます。 

所管課 男女共同参画センター 

 

事業 14 子どもへの啓発活動 

事業概要 
子どもたちが性の多様性についての正しい知識を得られるよう情報提供

を行います。 

所管課 男女共同参画センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コ ラ ム  
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課題（２） ＤＶの防止と支援体制の整備 

 

令和５年度に実施した市民アンケートでは，精神的暴力・経済的暴力・性的暴力がＤＶ

に当たることを知っていたという回答が，精神的暴力で 78.4％，経済的暴力で 78.1％，

性的暴力で 84.6％となっており，多くの市民がＤＶには身体的暴力以外も含まれること

を理解しています【図 2-4】。しかし，精神的暴力については，29歳以下が他の年代に比

べ認知が低く，ＤＶに当たることを知らなかったという回答が男女ともに 30％を超えて

います【図 2-5】。 

本市のＤＶ相談件数は平成 30 年度の 49 件から令和２年度の 136 件と増加を続けてお

り，令和２年度以降は各年度 100 件以上となっています【図 2-6】。令和５年度の全国調

査（内閣府「男女間における暴力に関する調査」）では，結婚したことのある女性の約４

人に１人がＤＶ被害者であり，中には何度も暴力を受けたという人もいます。しかし，被

害者のうち相談窓口で被害を相談した人は 52.8％で，そのほかの被害者は相談ができて

いません。 

自身や身近な人が受けている暴力行為がＤＶに当たると認識していない場合，支援に

つながらないまま被害が深刻化する危険があります。すべての年代でＤＶやデートＤＶ

が正しく理解されるよう，情報発信を行います。また，被害者や周囲の人にとって相談窓

口が身近になるよう，関係機関と連携し周知を図ります。 

 

【図 2-4 身体的な暴力以外のＤＶの認知】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

 

DVに当たることを

知っていた

78.4

78.1

84.6

DVに当たることを

知らなかった

19.8

19.7

13.4

無回答

1.7

2.2

2.0

単位:％

①精神的暴力： 

 

②経済的暴力： 

 

③性的暴力： 

 

（総数＝807）
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【図 2-5 身体的な暴力以外のＤＶの認知（性・年代別）】 

 

①精神的暴力：交友関係や電話を細かく監視する 

 

《女性》                    《男性》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②経済的暴力：必要な生活費を渡さない 

 

《女性》                    《男性》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

  

DVに当たることを

知っていた

71.4

75.0

92.5

75.8

80.3

77.1

DVに当たることを

知らなかった

28.6

22.2

7.5

22.6

19.7

18.8

無回答

0.0

2.8

0.0

1.6

0.0

4.2

単位:％

DVに当たることを

知っていた

72.1

90.6

78.6

81.2

83.1

62.4

DVに当たることを

知らなかった

27.9

9.4

20.0

17.8

15.5

29.4

無回答

0.0

0.0

1.4

1.0

1.4

8.3

単位:％

DVに当たることを

知っていた

67.9

75.0

79.2

71.0

91.5

82.3

DVに当たることを

知らなかった

32.1

22.2

20.8

27.4

8.5

14.6

無回答

0.0

2.8

0.0

1.6

0.0

3.1

単位:％

DVに当たることを

知っていた

65.1

81.3

77.1

81.2

85.9

71.6

DVに当たることを

知らなかった

34.9

18.8

21.4

17.8

12.7

22.9

無回答

0.0

0.0

1.4

1.0

1.4

5.5

単位:％

29 歳以下 

（女性 43,男性 28） 

30 歳代 

（女性 64,男性 36） 

40 歳代 

（女性 70,男性 53） 

50 歳代 

（女性 101,男性 62） 

60 歳代 

（女性 71,男性 71） 

70 歳以上 

（女性 109,男性 96） 

29 歳以下 

（女性 43,男性 28） 

30 歳代 

（女性 64,男性 36） 

40 歳代 

（女性 70,男性 53） 

50 歳代 

（女性 101,男性 62） 

60 歳代 

（女性 71,男性 71） 

70 歳以上 

（女性 109,男性 96） 
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③性的暴力：避妊に協力しない 

 

《女性》                    《男性》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

 

 

 

 

【図 2-6 ＤＶ相談の件数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県 

 

26 27 15 17 28 38

75
60

37
64

32 36

15 12
21

61

61
75

68

64

58 63

30 29

49

99

136 135

105

128

0

40

80

120

160

200

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（件）

電話 来所

DVに当たることを

知っていた

93.0

95.3

87.1

86.1

87.3

68.8

DVに当たることを

知らなかった

7.0

4.7

11.4

12.9

11.3

24.8

無回答

0.0

0.0

1.4

1.0

1.4

6.4

単位:％

DVに当たることを

知っていた

89.3

80.6

96.2

80.6

88.7

79.2

DVに当たることを

知らなかった

10.7

16.7

3.8

17.7

11.3

16.7

無回答

0.0

2.8

0.0

1.6

0.0

4.2

単位:％

29 歳以下 

（女性 43,男性 28） 

30 歳代 

（女性 64,男性 36） 

40 歳代 

（女性 70,男性 53） 

50 歳代 

（女性 101,男性 62） 

60 歳代 

（女性 71,男性 71） 

70 歳以上 

（女性 109,男性 96） 



目標２ 互いに認め合う「一人ひとりが尊重されるまち」 

35 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

資
料
編 

施策① ＤＶを無くすための取組強化                                                              

ＤＶ等の根絶を目指し，いかなる暴力も許さないという意識づくりに取り組みます。 

 

【取組事業】 

事業 15 ＤＶの根絶に向けた啓発事業の実施 

事業概要 
ＤＶが人権侵害や犯罪であることを広く市民に周知し，相談窓口につい

ての情報を発信することで問題の早期解決につなげます。 

所管課 男女共同参画センター 

 

事業 16 次世代への啓発活動 

事業概要 
交際中のカップルの間で起こる「デートＤＶ」が暴力であることや，自分

を大事にする生き方を選ぶことの大切さを周知します。 

所管課 男女共同参画センター 

 

【既存の関連事業】 

事業名（所管課） 事業概要 関連計画 

⑬ハラスメント防止に向

けた取組の実施 

（職員課） 

職場のハラスメントを防止するため

にアンケート調査を定期的に実施

し，実態を把握するとともに，ハラス

メントに関する苦情相談窓口につい

て周知徹底します。 

― 

⑭事業所への意識啓発 

（商工観光課） 

職場におけるハラスメント防止に関

する情報提供による意識啓発を行い

ます。 

― 

⑮児童・生徒等への意識

啓発 

（教育センター・ 

青少年センター） 

子どもたちが，コミュニティサイト

やＳＮＳなどを通じた暴力の当事者

にならないよう，デジタル・シティズ

ンシップ教育※９を推進し，デジタル

技術を自律的に活用できる児童生徒

の育成を目指します。 

八千代市学校教育

推進計画 

 

 

  

※９ デジタル・シティズンシップ教育 

インターネットやインターネット上のメディアを使用する際の責任ある行動を促すことを目的と

した教育。 
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施策② 相談支援体制の整備                                           

既存の相談事業を継続し，さらに関係機関との連携を図ります。 

 

【取組事業】 

事業 17 相談による支援 

事業概要 
ＤＶ被害者の意向を尊重しながら，安全確保や自立に至るまでの相談支

援を行います。 

所管課 福祉総合相談課 

 

事業 18 関係機関との連携 

事業概要 

ＤＶに関わる機関（千葉県女性サポートセンターなど）との情報交換・連

携を図ることにより支援体制の充実に努めます。また，子どもがいる世帯

では，ＤＶは子どもへの心理的な虐待に当たり，児童虐待の深刻化を招く

恐れがあることから，関係する機関と連携して支援を行います。 

所管課 福祉総合相談課，子ども相談センター 
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目標３ 自分らしく生きる「いきいきと暮らせるまち」 

 

誰もが自分らしく健やかに暮らすことのできる社会を目指します。また，本市では，課

題(3)「いきいきと暮らすことのできる環境の整備」を，困難女性支援法に基づく「市町

村基本計画」として位置付けます。 

 

八千代市困難な問題を抱える女性への支援基本計画  

女性は生活上の様々な困難に直面しやすく，性的な被害，家庭の状況，地域社会との

関係性その他様々な事情により，複合的でより複雑化する傾向があります。日常生活ま

たは社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える女性や，そのおそれのある女性へ

の多様な支援を図ります。 

 

■数値目標 

項  目 
現状 

（令和５年度） 
目標 

「夫は外で働き，妻は家庭を守る方がよい」の考え

に反対する市民の割合 
53.7％ 70.0％ 

性別にとらわれず多様な生き方・働き方を選択でき

ると感じている市民の割合 
18.2％ 40.0％ 

市民アンケート調査等結果 

  

目標 
３ 

自分らしく生きる「いきいきと暮らせるまち」 
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課題（１） ジェンダー平等の意識づくり 

 

令和５年度に実施した市民アンケートでは，「夫は外で働き，妻は家庭を守る方がよい」

という考え方（固定的性別役割分担意識）について「反対・どちらかといえば反対」と回

答した市民が 53.7％で，「賛成・どちらかといえば賛成」の 31.7％を上回っています【図

3-1】。 

学校教育の場における男女の地位については，66.7％が平等であると回答しています。

しかし，「政治」「政府や企業での重要な意思決定の場」「慣習・しきたり」といった分野

における男女の地位について，女性に比べ男性が優遇されていると感じている人が依然

として多く，こうした傾向は令和元年度の前回調査を上回っています【図 3-2】。 

様々な人を認め合い尊重する「ダイバーシティ」や，「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」

の目標の一つである「ジェンダー平等を実現しよう」に対する理解が広がっています。ジ

ェンダー平等の実現に向けて，社会に根強く残る男女の不平等を解消するため，固定的性

別役割分担意識や性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）をなくすた

めの意識啓発を図ります。 

 

【図 3-1 「夫は外で働き，妻は家庭を守る方がよい」という考え方について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書  

賛成

4.3%

どちらかと言えば賛成

27.4%

どちらかと言えば

反対

27.3%

反対

26.4%

わからない

14.5%

無回答

0.1%

総数
807
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【図 3-2 男女の地位の平等感】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

  

男性が優遇

されている

57.9

50.1

35.4

30.2

70.9

61.8

73.4

62.0

70.8

58.8

12.8

12.1

52.2

51.4

38.3

36.5

22.7

19.9

17.3

15.5

女性が優遇

されている

2.1

1.4

7.7

4.4

0.4

0.3

0.2

0.3

0.0

0.4

1.1

1.0

3.1

2.7

11.0

12.0

4.5

7.4

10.8

12.8

平等

17.7

20.1

33.2

34.9

15.2

14.4

13.6

14.5

14.4

16.0

66.7

61.4

25.8

21.8

32.2

29.2

36.8

32.9

34.0

32.2

わからない

20.7

19.7

21.9

21.8

11.9

15.4

11.6

15.5

13.4

16.8

18.0

17.2

17.2

15.7

17.0

13.7

34.9

31.6

36.9

31.3

無回答

1.6

8.7

1.7

8.7

1.6

8.1

1.1

7.7

1.5

8.0

1.5

8.3

1.7

8.4

1.5

8.7

1.1

8.1

1.0

8.1

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

令和５年度（n=807）

令和元年度（n=702）

単位:％

①慣習・しきたり 

 

 

②法律・制度での扱い 

 

③政府や企業での重要な意思

決定の場 

 

④政治（国政） 

 

 

⑤政治（地方政治） 

 

⑥学校教育 

 

⑦就職の機会，職場での働き

方や処遇 

 

⑧家庭での家事分担や家庭に

おけるものごとの決定 

 

⑨町内会・自治会の活動 

 

⑩ＰＴＡやボランティアなど

の地域活動 
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施策① 固定的な役割分担意識の解消                                                                   

社会に残っている昔からの性別役割分担意識などの是正を図り，ジェンダー平等の実

現に向け取り組みます。 

 

【取組事業】 

事業 19 市ホームページや情報メール等による情報発信 

事業概要 
市の情報ツールを積極的に活用してタイムリーに情報発信を行い，意識

の啓発を図ります。 

所管課 男女共同参画センター 

 

事業 20 図書館・公民館等との連携 

事業概要 男女共同参画に関連した事業を行うなど，連携した啓発を行います。 

所管課 図書館，公民館，男女共同参画センター 

 

事業 21 市事業の表現に関わる男女共同参画視点での情報提供 

事業概要 
市の事業等に性別役割分担に結び付く表現が含まれないよう，男女共同

参画の視点からの情報を発信します。 

所管課 男女共同参画センター 
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施策② 教育におけるジェンダー平等の推進                                                      

自分の身近にある性別役割分担などへの気づきを促し，ジェンダー平等の意識づくり

を進めます。 

 

【取組事業】 

事業 22 児童生徒等のジェンダー平等の意識づくり 

事業概要 

リーフレットやパネル等を活用し，ジェンダー平等について児童生徒が

認識を持つきっかけをつくります。あわせて，学生向けの効果的な情報提

供について検討します。 

所管課 男女共同参画センター，指導課 

 

事業 23 教職員研修の実施 

事業概要 
ジェンダー平等を含めた人権を尊重する意識を児童生徒が学べるよう，

教職員に対し研修等による意識の醸成を図ります。 

所管課 指導課 

 

事業 24 個性を伸ばす保育の実践 

事業概要 性別に捉われることのない，個性と能力を生かした保育を行います。 

所管課 子ども保育課 
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課題（２） ライフステージに応じた健康支援 

 

令和５年度に実施した市民アンケートでは，「就労を希望するが就労できない人の理由」

として「健康面の理由から」が 28.6％で最も多くなっています【図 3-3】。自分らしく生

きていくためには，仕事と健康の両立を図り，心と身体の健康に対する正しい知識と支援

が必要となります。女性は，男性と比べ，生涯を通じてライフステージごとに，心身の状

態が大きく変化するという特性があることから，個々の状況に応じた健康課題への理解

を深めるための情報提供を行います。 

 

【図 3-3 就労を希望する家事専業または無職の人が就労できない最も大きな理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度八千代市の男女共同参画に関する市民アンケート結果報告書 

 

 

28.6

22.9

12.9

10.0

5.7

2.9

1.4

0.0

14.3

1.4

23.9

32.4

7.0

7.0

12.7

0.0

0.0

2.8

8.5

5.6

0% 20% 40%

健康面の理由から

年齢面の制約のため

子育てとの両立が困難だから

介護との両立が困難だから

希望する勤務条件（時間・場所・給与等）の

仕事がないから

求職しているが仕事が見つからないから

家事との両立が困難だから

配偶者（パートナー）等家族が望まないから

その他

無回答

令和５年度（n=70）

令和元年度（n=71）

健康面の理由から 

年齢面の制約のため 

子育てとの両立が困難だから 

介護との両立が困難だから 

希望する勤務条件（時間・場所・給与等）の 

仕事がないから 

求職しているが仕事が見つからないから 

家事との両立が困難だから 

配偶者（パートナー）等家族が望まないから 

その他 

無回答 
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●リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 
 

1994 年にエジプト・カイロで開催された国際人口開発会議において提唱された概念で，「性と生

殖に関する健康と権利」と訳されます。 

 

【リプロダクティブ・ヘルスとは】 

性や子どもを産むことに関わるすべてにおいて，身体的にも精神的にも社会的にも本人の意思が

尊重され，自分らしく生きられることです。 

 

【リプロダクティブ・ライツとは】 

自分の身体に関することを自分自身で選択し，決められる権利のことです。 

 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツは，性の問題，思春期の問題，妊娠・出産，更年期障害，ま

た，性暴力など，様々な問題を幅広く含んでいます。すべての人が正しく性の知識を得ることが大

切です。 

施策① 健康を維持するための情報提供                                          

心身の健康についての正しい知識・情報を提供することで，ライフスタイルに合わせ，

主体的に健康維持に取り組めるよう支援します。 

 

 

【取組事業】 

事業 25 リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する意識啓発 

事業概要 
関係部署等と連携し，リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する情報提

供を行います。 

所管課 男女共同参画センター，母子保健課 

 

事業 26 生涯を通じた女性特有の健康課題に配慮した支援 

事業概要 ライフステージに合わせた健康に関する情報提供を行います。 

所管課 男女共同参画センター，健康づくり課 

 

事業 27 児童生徒等への性教育の実施 

事業概要 小中義務教育学校における性教育の推進を図ります。 

所管課 保健体育課 

 

 

  

コ ラ ム  
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課題（３） いきいきと暮らすことのできる環境の整備 

 

女性サポート相談については，相談者自らが問題を解決できるよう，女性専門相談員に

よる支援を行っています。相談内容としては家族，生き方，人間関係，健康が多くなって

います。 

貧困等生活上の困難に直面する女性は，暴力による被害や精神的な困難などが複合的

に発生していることがあり，自ら支援を求めることが難しい状況も多く，様々な機会を通

じた支援が必要です。 

困難な問題を抱える女性が適切な支援を受けられるよう，体制を整備します。また，女

性の悩みに寄り添い，関係機関との連携を図ります。 

 

【図 3-4 女性サポート相談の内容別内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 相談内容は，相談件数１件につき複数の内容あり 

資料：八千代市(令和５年度) 
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施策① 困難な問題を抱える女性への支援                                    

関係機関による連携体制を整備し，困難を抱える女性を支援します。 

 

 

【取組事業】 

事業 28 生活困窮者への支援 

事業概要 複合的な課題を把握し，解決に向けた包括的な支援を行います。 

所管課 福祉総合相談課，健康福祉課，子ども福祉課 

 

事業 29 多様な連携による支援 

事業概要 重層的支援会議等の実施により，多機関連携による支援を行います。 

所管課 福祉総合相談課，子ども福祉課，子ども相談センター 

 

 

 

施策② 一人ひとりの悩みに応じた相談支援                                           

様々な悩みを抱える女性への相談支援を行います。 

 

 

【取組事業】 

事業 30 女性のための相談の実施 

事業概要 様々な悩みを抱える女性に向けた相談事業を実施します。 

所管課 男女共同参画センター 

 

事業 31 相談窓口の周知 

事業概要 各種媒体を活用し，相談窓口の周知を行います。 

所管課 男女共同参画センター 
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目標４ みんなで推進する「人と組織が連携して活動するまち」 

 

市民，団体，事業者などと行政が連携を図り，様々な意見や情報を取り入れながら，本

プランを推進します。 

 

■数値目標 

項  目 現状 目標 

第３次やちよ男女共同参画プランにおいて，達成で

きた事業の割合 
－ 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標 
４ 

みんなで推進する
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課題（１） 連携体制の構築 

 

男女共同参画に関する課題は社会の広範囲にわたることから，本プランに位置付けた

課題の解決のためには，庁内関係部署との連携はもとより，市民をはじめ，国・県・近隣

自治体など，多様な主体との連携が重要となります。 

「やちよ男女共同参画プラン懇話会」や，男女共同参画センターの関係団体など，多く

の市民と連携することで，多様な意見を取り入れ，幅広い層を対象にした取組事業の充実

を目指します。また，新しい情報を得やすい環境をつくり，常に社会情勢を把握していく

ことで，市民ニーズの変化にも速やかに対応できる柔軟な体制の構築を図ります。 

 

施策① 庁内組織の活用                                              

全庁的な男女共同参画の推進を図ります。 

 

 

【取組事業】 

事業 32 庁内推進体制の充実 

事業概要 推進会議による推進体制の強化を図ります。 

所管課 男女共同参画センター 

 

 

施策② 国・県・近隣自治体との連携                                    

国・県・近隣自治体と連携することで，効果的な事業の推進を図ります。 

 

【取組事業】 

事業 33 国・県・他市町村との情報交換 

事業概要 
国・県などが開催する会議や説明会等に参加し，他市町村との情報交換を

積極的に行ってネットワークの構築を図ります。 

所管課 男女共同参画センター 
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施策③ 市民や関係機関との連携                               

 

市民や関係機関との連携を図り，意見を収集し，各施策に反映させます。 

 

 

【取組事業】 

事業 34 市民参加の推進 

事業概要 
やちよ男女共同参画プラン懇話会や，男女共同参画センターの支援団体

等との連携によって市民参加の推進を図り，意見の収集を行います。 

所管課 男女共同参画センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「やっち」   「ナイスさんかく」 

事業 35 関係機関との連携 

事業概要 関係機関と連携し，事業の推進を図ります。 

所管課 男女共同参画センター 
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課題（２） 進行管理の充実 

 

取組が着実に実行され，計画が効果的に推進されているか確認するために，定期的に進

捗状況調査を実施して，その結果を公表します。また，本プランに位置付けた各取組事業

の進捗状況を定期的に確認し，改善につなげます。 

 

施策① 意識調査の実施                                               

定期的に意識調査を実施して状況を把握し，各施策の方向性を確認します。 

 

【取組事業】 

事業 36 市民・事業所・職員等を対象とした意識調査の実施 

事業概要 
男女共同参画に関する定期的な意識調査を実施し，その結果を事業の推

進に活用します。 

所管課 男女共同参画センター 

 

 

施策② 計画推進のための進行管理                                  

計画の実効性を高めるために，進捗状況を管理評価します。 

 

【取組事業】  

事業 37 進捗状況調査の実施と評価 

事業概要 
効果的な計画の進行管理を実施するとともに，庁内会議や「やちよ男女共

同参画プラン懇話会」の意見を反映して計画の推進を図ります。 

所管課 男女共同参画センター 
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事業一覧 

 

目標１ 共につくりだす「誰もが活躍できるまち」 

課題 施策 事業 所管課 

(１)
女
性
の
活
躍
推
進 

①政策・方針決定過程

への女性の参画 

取組事業 
１ 審議会等における女性参画の推進 

各審議会等所管課 

男女共同参画センター 

２ 女性職員のキャリア育成支援 職員課 

既存の関連事業 ① 公募委員における女性の登用促進 コミュニティ推進課 

②働く場における女性

活躍の推進 

取組事業 
３ 女性の就労や再就職への支援 

商工観光課 

男女共同参画センター 

４ 女性のエンパワーメントの推進 男女共同参画センター 

既存の関連事業 

② 職員採用試験における女性志望者の拡大 職員課 

③ 職域の拡大によるキャリアアップ支援 
職員課 

消防総務課 

④ 創業支援 商工観光課 

(２)
職
場
と
家
庭
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画 

①生活と仕事を両立で

きる環境づくり 

取組事業 ５ 関係機関と連携した情報提供 
商工観光課 

男女共同参画センター 

既存の関連事業 
⑤ 時間外勤務の縮減 職員課 

⑥ 育児休業を取得しやすい環境の整備 職員課 

②家庭における男女共

同参画 

取組事業 

６ 男性の家事への参画促進 男女共同参画センター 

７ 男性の子育て参画促進 

子ども保育課（子ども支援

センターすてっぷ 21，地域

子育て支援センター） 

母子保健課 

男女共同参画センター 

既存の関連事業 

⑦ ニーズに合わせた保育事業の充実 子ども保育課 

⑧ 親子のふれあいや交流機会の充実 
子ども保育課 

公民館 

(３)
防
災
・
復
興
に
お
け
る 

男
女
共
同
参
画  

①様々な視点を取り入

れた防災対応の充実 

取組事業 

８ 男女共同参画の視点から取り組む防

災・復興情報の提供 

危機管理課 

男女共同参画センター 

９ 女性の防災分野への参画の促進 
危機管理課 

男女共同参画センター 

10 職員への情報発信と意識啓発 
危機管理課 

男女共同参画センター 

既存の関連事業 
⑨  女性消防団への支援 消防総務課 

⑩ 女性消防団との連携 予防課 

 

目標２ 互いに認め合う「一人ひとりが尊重されるまち」 

課題 施策 事業 所管課 

(１)
人
権
の
尊
重 

①一人ひとりを大切に

する意識づくり 

取組事業 

11 ジェンダー平等の周知と啓発 男女共同参画センター 

12 職員の意識啓発 
職員課 

男女共同参画センター 

既存の関連事業 
⑪ 人権啓発活動活性化事業 健康福祉課 

⑫ 人権相談 健康福祉課 

②多様な性の尊重 取組事業 
13 多様な性への理解促進 男女共同参画センター 

14  子どもへの啓発活動 男女共同参画センター 

(２)
Ｄ
Ｖ
の
防
止
と
支
援 

体
制
の
整
備 

①ＤＶを無くすための

取組強化 

取組事業 
15 ＤＶの根絶に向けた啓発事業の実施 男女共同参画センター 

16  次世代への啓発活動 男女共同参画センター 

既存の関連事業 

⑬  ハラスメント防止に向けた取組の実施 職員課 

⑭  事業所への意識啓発 商工観光課 

⑮ 児童・生徒等への意識啓発 教育センター・青少年センター 

②相談支援体制の整備 取組事業 

17 相談による支援 福祉総合相談課 

18 関係機関との連携 
福祉総合相談課 

子ども相談センター 
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目標３ 自分らしく生きる「いきいきと暮らせるまち」 

課題 施策 事業 所管課 

(１)
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
の
意
識
づ
く
り 

①固定的な役割分担意

識の解消 
取組事業 

19 市ホームページや情報メール等によ

る情報発信 
男女共同参画センター 

20 図書館・公民館等との連携 

図書館 

公民館 

男女共同参画センター 

21 市事業の表現に関わる男女共同参画

視点での情報提供 
男女共同参画センター 

②教育におけるジェン

ダー平等の推進 
取組事業 

22 児童生徒等のジェンダー平等の意識

づくり 

男女共同参画センター 

指導課 

23 教職員研修の実施 指導課 

24 個性を伸ばす保育の実践 子ども保育課 

(２)
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に

応
じ
た
健
康
支
援 

①健康を維持するため

の情報提供 
取組事業 

25 リプロダクティブ・ヘルス／ライツに

関する意識啓発 

男女共同参画センター 

母子保健課 

26 生涯を通じた女性特有の健康課題に

配慮した支援 

男女共同参画センター 

健康づくり課 

27 児童生徒等への性教育の実施 保健体育課 

(３)
い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
の 

で
き
る
環
境
の
整
備  

①困難な問題を抱える

女性への支援 
取組事業 

28 生活困窮者への支援 

福祉総合相談課 

健康福祉課 

子ども福祉課 

29 多様な連携による支援 

福祉総合相談課 

子ども福祉課 

子ども相談センター 

②一人ひとりの悩みに

応じた相談支援 
取組事業 

30 女性のための相談の実施 男女共同参画センター 

31 相談窓口の周知 男女共同参画センター 

 

目標４ みんなで推進する「人と組織が連携して活動するまち」 

課題 施策 事業 所管課 

(１)
連
携
体
制
の
構
築 

①庁内組織の活用 取組事業 32 庁内推進体制の充実 男女共同参画センター 

②国・県・近隣自治体と

の連携 
取組事業 33 国・県・他市町村との情報交換 男女共同参画センター 

③市民や関係機関との

連携 
取組事業 

34  市民参加の推進 男女共同参画センター 

35 関係機関との連携 男女共同参画センター 

(２)
進
行
管
理
の
充
実 

①意識調査の実施 取組事業 
36 市民・事業所・職員等を対象とした意

識調査の実施 
男女共同参画センター 

②計画推進のための進

行管理 
取組事業 37 進捗状況調査の実施と評価 男女共同参画センター 
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数値目標一覧 

 

目標１ 共につくりだす「誰もが活躍できるまち」                                  

項  目 
現状 

（令和５年度末） 
目標 

市の審議会等の女性委員割合 32.8％ 40.0％ 

 

目標２ 互いに認め合う「一人ひとりが尊重されるまち」                                 

項  目 
現状 

（令和５年度） 
目標 

次のような行為をＤＶと認識する人の割合 

 ・精神的暴力：交友関係や電話を細かく監視する 

 ・経済的暴力：必要な生活費を渡さない 

 ・性 的 暴 力：避妊に協力しない 

 

78.4％ 

78.1％ 

84.6％ 

すべての項目

において 

100％ 

市民アンケート調査結果 

目標３ 自分らしく生きる「いきいきと暮らせるまち」                                

項  目 
現状 

（令和５年度） 
目標 

「夫は外で働き，妻は家庭を守る方がよい」の考え

に反対する市民の割合 
53.7％ 70.0％ 

性別にとらわれず多様な生き方・働き方を選択でき

ると感じている市民の割合 
18.2％ 40.0％ 

市民アンケート調査等結果 

目標４ みんなで推進する「人と組織が連携して活動するまち」                                

項  目 現状 目標 

第３次やちよ男女共同参画プランにおいて，達成

できた事業の割合 
－ 100％ 
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１ 男女共同参画を取り巻く近年の動向 

 

（１）世界の動向 

① 持続可能な開発目標ＳＤＧｓ
エスディージーズ

                         

平成 27（2015）年に開催された国連持続可能な開発サミットにおいて「我々の世界を

変革する：持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択されました。このアジェン

ダの目標である「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」では，2030年までに世界各国が取り

組む 17 の目標を設定しており，そのうちの一つとして「ジェンダー平等を実現しよう」

が位置付けられています。 

 

② ジェンダー・ギャップ指数の状況                       

グローバルかつ地域的な経済問題に取り組むために，政治・経済・学術等の各分野にお

ける指導者層の交流促進を目的とした独立・非営利団体である世界経済フォーラム

（World Economic Forum）は，経済，教育，健康，政治の４分野のデータから各国の男女

格差を測るジェンダー・ギャップ指数を毎年公表しています。 

日本の順位は，政治分野及び経済分野の値が特に低いことから，世界的に見ても順位が

下位となっており，令和６（2024）年は 146か国中 118位（前年は 146か国中 125位）で

した。この結果は主要７か国（Ｇ７）の中で最低レベルであり，アジア諸国の中で見ても，

韓国や中国，ASEAN諸国を下回る順位です。 

 

■ ジェンダー・ギャップ指数（2024）上位国及び主な国の順位 

順位 国名 値 順位 国名 値 

１ アイスランド 0.935 65 タイ 0.720 

２ フィンランド 0.875 72 ベトナム 0.715 

３ ノルウェー 0.875 85 モンゴル 0.705 

４ ニュージーランド 0.835 87 イタリア 0.703 

５ スウェーデン 0.816 94 韓国 0.696 

７ ドイツ 0.810 106 中国 0.684 

14 英国 0.789 117 ネパール 0.664 

22 フランス 0.781 118 日本 0.663 

36 カナダ 0.761 119 コモロ 0.663 

43 米国 0.747 120 プルキナファソ 0.661 
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■ 各分野における日本の順位とスコア 

分野 令和６年の順位（スコア） 令和５年の順位（スコア） 

経済 120位（0.568） 123位（0.561） 

教育 72位（0.993） 47位（0.997） 

健康 58位（0.973） 59位（0.973） 

政治 113位（0.118） 138位（0.057） 

資料：「Global Gender Gap Report 2024」（世界経済フォーラム） 

 

（２）国の動向 

① 女性活躍推進法の改正                            

令和４年４月施行の改正「女性活躍推進法※１」では，一般事業主行動計画の策定・届

出義務及び自社の女性活躍に関する情報公表の義務の対象が常時雇用する労働者が 301

人以上から 101人以上の事業主に拡大されました。 

また，同年７月施行の改正「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく

一般事業主行動計画等に関する省令」「事業主行動計画策定指針」では，男女間賃金格差

の更なる縮小を図るため，情報公表項目に「男女の賃金の差異」を追加するとともに，常

時雇用する労働者が 301人以上の一般事業主に対して，その公表が義務付けられました。 

 

② ハラスメント対策に関する法改正                        

令和２年６月施行の改正「男女雇用機会均等法※２」において，職場におけるセクシュ

アルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの防止対策の強化が

図られるとともに，改正「労働施策総合推進法※３」においてパワーハラスメントの防止

措置が義務化されました。 

 

③ 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の改正                   

令和３年６月施行の改正「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」では，

政党その他の政治団体の取組の促進（男女の候補者数の目標設定，候補者の選定方法の改

善，候補者となるにふさわしい人材の育成，セクハラ・マタハラなどへの対策等）や，国・

地方公共団体における家庭生活との両立支援のための体制整備（議会における妊娠・出

産・育児・介護に係る欠席事由の拡大など），セクハラ・マタハラなどへの対応，実態調

査，人材の育成等といった施策の強化について定められています。 

 

  

※１ 「女性活躍推進法」 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

※２ 「男女雇用機会均等法」 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

※３ 「労働施策総合推進法」 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に

関する法律 
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④ 育児・介護休業法の改正                                  

令和４年４月から段階的に施行されている改正「育児・介護休業法※４」では，出産・育

児等による労働者の離職を防ぎ，希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できるよ

うにする観点から，育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び労働者に対する個別の周

知・意向確認の措置の義務化，男性の育児休業取得促進のための子の出生直後の時期にお

ける柔軟な育児休業の枠組み（産後パパ育休）の創設，育児休業の分割取得等が定められ

ています。 

また，令和７年４月から段階的に施行される予定の改正「育児・介護休業法」では，男

女ともに仕事と育児・介護を両立できるようにする観点から，子の看護休暇の見直し，所

定外労働の制限（残業免除）の対象拡大，短時間勤務制度(３歳未満)の代替措置にテレワ

ークを追加，育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大（常時雇用する労働者が 1,001人

以上から 301人以上の事業主に拡大），介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度

の強化（家族を介護する労働者に対し事業主が講じる措置としてテレワークを追加），育

児期の柔軟な働き方を実現するための措置と個別の周知・意向確認等が定められていま

す。 

 

⑤ 性をめぐる問題に関する法整備                                

アダルトビデオ（ＡＶ）出演により，出演者の心身や私生活において将来にわたり取り

返しの付かない重大な被害が生じている現状を踏まえ，令和４年６月に「ＡＶ出演被害防

止・救済法※５」が施行されました。性をめぐる個人の尊厳を守る法律で，出演者の性別・

年齢を問わずＡＶ出演契約を無力化するルールやＡＶの公表の差止請求，事業者への罰

則を定めています。 

令和５年７月施行の改正刑法では，強制性交等罪の罪名を「不同意性交等罪」に変更し，

同意がない性行為は犯罪になり得ることが明確化されるとともに，性交同意年齢の引き

上げや，性犯罪の公訴時効期間の延長等が定められました。併せて施行された「性的姿態

撮影等処罰法※６」では，性的姿態等撮影罪等の規定が整備されました。 

 

  

※４ 「育児・介護休業法」 育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

※５ 「ＡＶ出演被害防止・救済法」 性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行

為映像制作物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資

するための出演契約等に関する特則等に関する法律 

※６ 「性的姿態撮影等処罰法」 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の

影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律 
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⑥ 性的少数者に関する法整備                            

令和５年６月施行の「ＬＧＢＴ理解増進法※７」では，性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティに関わらず，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を目指し，多

様性に関する国民の理解の増進に関する施策を推進するものです。国及び地方公共団体

の役割等を明らかにするとともに，性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に寛容な社会の実現に資することを目的としています。 

 

⑦ ＤＶ防止法の改正                               

令和６年４月施行の改正「ＤＶ防止法※８」では，保護命令の対象に従来の身体的暴力

のほか，言葉や態度による精神的暴力を加えることや，保護命令制度の拡充，保護命令違

反の厳罰化，被害者と同居する未成年の子どもに対する電話等禁止命令の創設などが定

められました。 

 

⑧ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法整備                           

令和６年４月施行の「困難女性支援法（女性支援新法）※９」では，女性の福祉の増進，

人権の尊重などを目的にしています。女性の意思が尊重されながら最適な支援を受けら

れるよう，多様な支援を包括的に提供する体制を整備し，女性支援を実施する関係機関及

び民間団体との協働により，早期から切れ目なく実施されるようにすること等を明記し

ています。 

 

⑨ 第５次男女共同参画基本計画の策定                         

男女共同参画社会基本法に基づく基本計画として，「第５次男女共同参画基本計画～す

べての女性が輝く令和の社会へ～」が令和２年 12月に策定されました。この計画は，令

和３年度から５年間の具体的施策を定めたもので，男女共同参画社会の実現に向けて目

指すべき社会の姿として「①男女が自らの意思に基づき，個性と能力を十分に発揮でき

る，公正で多様性に富んだ，活力ある持続可能な社会」「②男女の人権が尊重され，尊厳

を持って個人が生きることのできる社会」「③仕事と生活の調和が図られ，男女が共に充

実した職業生活，その他の社会生活，家庭生活を送ることができる社会」「④あらゆる分

野に男女共同参画・女性活躍の視点を取り込み，ＳＤＧｓで掲げられている包摂的かつ持

続可能な世界の実現と軌を一にした取組を行い，国際社会と協調する社会」の４点を挙

げ，男女共同参画社会の形成の促進を図っています。 

 

 

 

 

※７「ＬＧＢＴ理解増進法」 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する法律 

※８「ＤＶ防止法」 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

※９「困難女性支援法（女性支援新法）」 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 
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なお，令和５年 12月に計画の一部変更が行われ，企業における女性登用の加速化に係

る成果目標について，市場再編を踏まえた目標を設定するとともに，「デジタル社会の実

現に向けた重点計画」（令和５年６月閣議決定）を踏まえ，テレワークについての成果目

標が設定されました。 

 

⑩ 国内におけるＳＤＧｓ推進の取組強化                         

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に関して，令和 12（2030）年までに国内外において

目標を達成するための中長期的な国家戦略である「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施

指針改定版」が令和５年 12 月に策定されました。これは令和元年 12 月に改定された指

針の再改定であり，これまでの根幹的な考え方を引き継ぎつつ，各目標間の相互連関に留

意しながら，具体的取組を強化・加速していく５つの重点事項（「誰一人取り残さない」

包摂社会の実現など）を設定しています。人権の尊重とジェンダー平等は全ての目標にお

いて横断的に実現されるべきことに十分留意するものとしています。 

 

（３）千葉県の動向 

① 男女共同参画計画，ＤＶ防止計画の策定                      

県は令和３年３月に，令和３年度～７年度を計画期間とした「第５次千葉県男女共同参

画計画」を策定し，「男女がともに認め合い，支え合い，元気な千葉の実現を目指します」

を目標に，各種施策を展開しています。 

令和４年３月には「ＤＶ防止法」に基づき，県のＤＶ防止及び被害者支援のための施策

に関する総合的な計画として，令和４年度～８年度を計画期間とした「千葉県ＤＶ防止・

被害者支援基本計画（第５次)」を策定しています。 

 

② 多様性尊重条例の施行                              

 令和６年１月には，多様性を尊重することの重要性を理解し，あらゆる人々が差別を受

けることなく活躍できる社会の実現を図るため，「千葉県多様性尊重条例※10」を施行しま

した。 

 

③ 困難女性支援計画の策定                                

令和６年３月には，「困難女性支援法（女性支援新法）」に基づき，困難な問題を抱える

女性の福祉の増進及び自立に向けた施策を総合的かつ計画的に展開し，個々の支援対象

となる女性に対して効果的に機能することを目指すために，令和６年度～８年度を計画

期間とした「千葉県困難な問題を抱える女性支援基本計画」を新たに策定しました。 

 

※10「千葉県多様性尊重条例」 千葉県多様性が尊重され誰もが活躍できる社会の形成の推進に関する条例 
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２ 八千代市の男女共同参画を取り巻く現状等 

 

（１）人口の状況  

本市の総人口は増加を続けており，令和２年には 20 万人台（200,275 人）となってい

ます。全国的には少子高齢化と人口減少が進んでいますが，本市では人口が増加傾向，老

年人口割合は上昇，年少人口割合は低下傾向にあります。 

八千代市人口ビジョン（令和５年改訂版）における基本推計によると，総人口は令和 11

年（210,267人）をピークとして減少に転じ，令和 22年に 203,760人となる見込みです。

老年人口割合は上昇傾向が続き，令和 22 年には 30％を超えることが予測されています。 

 

■ 人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月 31日現在 

※平成 12年以後の数値には外国人を含む 

 

資料：住民基本台帳（令和２年以前）， 

八千代市人口ビジョン（令和５年改訂版）における基本推計（令和７年以降） 

 

  

27,618 23,500 25,094 28,024 29,442 27,743 25,949 26,144 26,095 25,254 24,057 

109,464 116,310 125,358 126,643 125,476 120,882 124,183 130,394 129,479 123,145 114,119 

10,144 13,883
19,995 28,248 37,652 45,813 50,143 51,876 54,289 58,944 65,584 147,226 153,693 
170,447 

182,915 
192,570 194,438 200,275 208,414 209,863 207,343 203,760 

18.8%
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本市の人口を男女別にみると，平成 20年以降は女性の人数が男性をやや上回っている

ものの，ほぼ１：１の割合で推移しています。 

 

■ 男女別人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年３月 31日現在 

資料：住民基本台帳 

 

 

本市の出生数※11 は増減を繰り返しながら減少傾向にあり，平成 29 年以降は 1,500 人

を下回っています。 

 

■ 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査（総務省） 

 

 

  

81,157 88,074 92,167 95,764 97,859 101,046

80,336 87,769 92,642 97,187 99,864 103,772

161,493 
175,843 184,809 192,951 197,723 204,818 
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（人）

※11 出生数 

調査期間中（平成 24 年までは各年４月１日～翌年３月 31 日，平成 25 年以降は１月１日～12 月 31 日）

に，出生の届出または通知により新たに住民票に記載された人の数。 
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本市の合計特殊出生率※12 は，増減を繰り返しながら低下傾向にあります。令和４年の

本市の合計特殊出生率は 1.33であり，令和２年以降，全国平均値及び千葉県平均値を上

回っています。全国，千葉県，本市とも，人口を維持するために必要とされる値 2.07を

大きく下回る状態が続いています。 

 

■ 全国，千葉県，八千代市の合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県衛生統計年報 
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八千代市

※12 合計特殊出生率 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので，一人の女性が仮にその年次の年齢別出

生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当します。 
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（２）世帯の状況 

本市における一般世帯※13 数は増加を続けていますが，１世帯あたり人員は県平均と同

様に減少を続けています。令和２年の本市の１世帯あたり人員は 2.30人であり，県平均

をやや上回っています。 

 

■ 一般世帯数及び１世帯あたり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

本市の世帯の家族類型比率の推移をみると，核家族世帯は平成 17 年まで７割前後を占

めていましたが，減少傾向にあり，令和２年には６割強となっています。単独世帯につい

ては平成 12年から増加を続けており，令和２年には全体の３割強となっています。 

核家族世帯の内訳をみると，夫婦のみの世帯が平成 17年以降横ばい，ひとり親と子どもか

らなる世帯が微増である一方で，夫婦と子どもからなる世帯の割合は減少を続けています。 

 

■ 世帯の家族類型比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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夫婦のみの世帯 夫婦と子どもからなる世帯 ひとり親と子どもからなる世帯 単独世帯 核家族以外の親族世帯及び非親族世帯

核家族世帯 

※13 一般世帯 

「施設等の世帯」（学校の寮・寄宿舎の学生・生徒，病院・療養所などの入院者，社会施設の入所者，

自衛隊の営舎内・艦船内の居住者，矯正施設の入所者などからなる世帯）以外の世帯のこと。 
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（３）就労・雇用環境  

本市の女性の年齢階級別労働力率は，従来 30～39歳を中心に比率が低い形となってい

ます。近年，ほとんどの年代で労働力率が上昇しており，Ｍ字の状態が緩やかになってき

ていますが，多くの年代において男性の労働力率を大きく下回る状態となっています。 

 

■ 女性の年齢階級別労働力率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※労働力率は 15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合 

資料：国勢調査 

 

 

女性の年齢階級別労働力率は，全国，千葉県，本市ともＭ字の状態が緩やかになってき

ています。本市の女性の年齢階級別労働力率は，25 歳以降の年代ですべて全国及び千葉

県を下回っています。 

 

■ 全国，千葉県，八千代市の女性の年齢階級別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※労働力率は 15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合 

資料：国勢調査（令和２年） 
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本市の男性の就業者数は減少傾向にあるのに対し，女性の就業者数は平成 12年以降増

加しています。全就業人口に占める女性就業人口の割合は平成 22 年に 40％に達してお

り，令和２年には 44.5％となっています。 

 

■ 女性就業人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

就業者の雇用形態をみると，男性の正規雇用率は全国・千葉県・本市とも８割強となっ

ています。一方，女性の正規雇用率は全国が５割弱，千葉県が４割台半ば，本市では４割

強となっており，男性に比べて女性の正規雇用率が低いことがわかります。本市は男性で

は全国及び千葉県よりも正規雇用の割合がやや高いのに対し，女性では全国及び千葉県

よりも正規雇用の割合が低くなっています。 

 

■ 全国，千葉県，八千代市の就業者の男女別雇用形態 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年） 
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共働き率の推移をみると，平成 22年以降は全国，千葉県，本市とも比率が上昇傾向に

あり，本市の共働き率は令和２年で 43.0％となっています。全国・千葉県と比べて本市

の共働き率は低い状態で推移してきましたが，近年は千葉県との差が小さくなっていま

す。 

■ 全国，千葉県，八千代市の共働き率の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

本市の男性職員の育児休業取得率の推移をみると，令和元年度～３年度は 10％台で推

移してきたものの，令和４年度以降は取得率が大幅に上昇しており，令和５年度時点で

35.1％となっています。 

 

■ 男性職員の育児休業取得率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：八千代市 

 

9.1%

0.0%
0.0% 0.0% 0.0%

13.0%
14.3%

10.2%

27.5%

35.1%

0%

10%

20%

30%

40%

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

44.9 44.4
43.5

45.5

47.1

41.6
41.2

40.2

42.5

44.3

37.8
37.1

37.0

39.5

43.0

30

35

40

45

50

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

全国

千葉県

八千代市



２ 八千代市の男女共同参画を取り巻く現状等 

 

65 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

資
料
編 

男性職員の育児休業取得率は，全国市町村平均，県内市町村平均とも上昇が続いていま

す。本市の取得率は令和元年度に全国平均，県内平均を上回りましたが，これ以外の年度

はいずれも下回っています。 

 

 

■ 全国，千葉県，八千代市の男性職員の育児休業取得率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日時点の比率 

※育児休業取得率は，当該年度中に新たに取得可能となった職員に占める当該年度中に新たに取得した者の

割合 

資料：地方公共団体の勤務条件等に関する調査（総務省） 
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（４）政策・方針決定過程への女性の参画 

本市の審議会等委員の女性比率は，令和元年から令和３年にかけて低下を続けていま

したが，その後は上昇に転じており，令和６年時点で 32.8％となっています。本市の審

議会等委員の女性比率は，全国市町村平均値，千葉県内市町村平均値を上回っています。 

 

■ 全国，千葉県，八千代市の審議会等委員の女性委員比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日時点の比率 

※目標設定の対象である審議会等の現状値 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況

（内閣府） 

 

本市職員の女性管理職の人数は，平成 26年と平成 27年は 30人台であったものの，減

少傾向にあり，令和２年以降は 20人前後で推移しています。 

 

■ 職員の管理職の人数と女性比率の推移 
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本市職員の管理職に占める女性比率は，平成 27年（25.2％）をピークとして低下傾向

にあり，令和６年時点では 13.9％となっています。全国市町村平均，県内市町村平均と

も女性比率が上昇傾向にあり，令和６年には本市の女性比率が全国平均及び県内平均を

下回りました。 

 

■ 全国，千葉県，八千代市の管理職に占める女性比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日時点の比率 

※課長以上の職にある職員の女性比率 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況

（内閣府） 

 

（５）配偶者等からの暴力 

本市のＤＶ相談件数は平成 28年度，平成 29年度に 30件程度であったものの，平成 30

年度から令和２年度にかけて増加を続け，令和２年度以降は 100件以上となっています。 

 

■ ＤＶ相談の件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県 
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（６）女性相談の状況 

令和４年５月からリニューアルスタートした女性サポート相談の利用者数は，令和４

年度が 38 人，令和５年度が 54 人となっています。年代別に見ると 40 歳代と 50 歳代が

多くなっています。 

 

■ 女性サポート相談利用者の年齢 

 

《令和４年度》           《令和５年度》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※四捨五入の関係で各項目の割合の合計が 100.0％にならない場合があります 

資料：八千代市 

 

女性サポート相談における利用者からの相談内容を見ると，令和４年度，令和５年度と

も「家族」「生き方」が多くなっています。 

 

■ 女性サポート相談の内容別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※相談内容は，相談件数１件につき複数の内容あり 

資料：八千代市 
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３ 男女共同参画社会基本法 

 

平成 11 年６月 23 日法律第 78号 

最終改正：平成 11 年 12 月 22日法律第 160 号 

 

 我が国においては，日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ，男女平等の実現に向けた様々な

取組が，国際社会における取組とも連動しつつ，着実

に進められてきたが，なお一層の努力が必要とされて

いる。 

 一方，少子高齢化の進展，国内経済活動の成熟化等

我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で，男女が，互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い，性別にかかわりなく，その個性と能力を十分

に発揮することができる男女共同参画社会の実現は，

緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ，男女共同参画社会の実

現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け，社会のあらゆる分野において，男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていく

ことが重要である。 

 ここに，男女共同参画社会の形成についての基本理

念を明らかにしてその方向を示し，将来に向かって国，

地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関

する取組を総合的かつ計画的に推進するため，この法

律を制定する。 

 

   第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は，男女の人権が尊重され，かつ，

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ，男女共同参

画社会の形成に関し，基本理念を定め，並びに国，

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより，男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。 

（定義）  

第二条 この法律において，次の各号に掲げる用語の

意義は，当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が，社会の対等

な構成員として，自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保さ

れ，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的

及び文化的利益を享受することができ，かつ，共

に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る

男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて，男女のいずれか一方に対し，当該機会を積

極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は，男女の個人とし

ての尊厳が重んぜられること，男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと，男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人

権が尊重されることを旨として，行われなければな

らない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては，社会

における制度又は慣行が，性別による固定的な役割

分担等を反映して，男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより，男女

共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれが

あることにかんがみ，社会における制度又は慣行が

男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響

をできる限り中立なものとするように配慮されなけ

ればならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は，男女が，社会の

対等な構成員として，国若しくは地方公共団体にお

ける政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨と

して，行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は，家族を構成する

男女が，相互の協力と社会の支援の下に，子の養育，
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家族の介護その他の家庭生活における活動について

家族の一員としての役割を円滑に果たし，かつ，当

該活動以外の活動を行うことができるようにするこ

とを旨として，行われなければならない。 

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんが

み，男女共同参画社会の形成は，国際的協調の下に

行われなければならない。 

（国の責務）  

第八条 国は，第三条から前条までに定める男女共同

参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり，男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下

同じ。）を総合的に策定し，及び実施する責務を有す

る。 

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は，基本理念にのっとり，男女

共同参画社会の形成の促進に関し，国の施策に準じ

た施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

に応じた施策を策定し，及び実施する責務を有する。 

（国民の責務）  

第十条 国民は，職域，学校，地域，家庭その他の社

会のあらゆる分野において，基本理念にのっとり，

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。 

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は，男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上

の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等）  

第十二条 政府は，毎年，国会に，男女共同参画社会

の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての報告を提出しな

ければならない。  

２ 政府は，毎年，前項の報告に係る男女共同参画社

会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした

文書を作成し，これを国会に提出しなければならな

い。  

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は，男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定め

なければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は，次に掲げる事項につい

て定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか，男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は，男女共同参画会議の意見を聴い

て，男女共同参画基本計画の案を作成し，閣議の決

定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は，前項の規定による閣議の決定が

あったときは，遅滞なく，男女共同参画基本計画を

公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は，男女共同参画基本計画の変更に

ついて準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は，男女共同参画基本計画を勘案

して，当該都道府県の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を

定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は，次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に

講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか，都道府県の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

事項  

３ 市町村は，男女共同参画基本計画及び都道府県男

女共同参画計画を勘案して，当該市町村の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に

ついての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画

計画」という。）を定めるように努めなければならな

い。 

４ 都道府県又は市町村は，都道府県男女共同参画計
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画又は市町村男女共同参画計画を定め，又は変更し

たときは，遅滞なく，これを公表しなければならな

い。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は，男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し，

及び実施するに当たっては，男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は，広報活動等を通じ

て，基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は，政府が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情

の処理のために必要な措置及び性別による差別的取

扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要

因によって人権が侵害された場合における被害者の

救済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。  

（調査研究）  

第十八条 国は，社会における制度又は慣行が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究そ

の他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の策定に必要な調査研究を推進するように努めるも

のとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条 国は，男女共同参画社会の形成を国際的協

調の下に促進するため，外国政府又は国際機関との

情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する

国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な

措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は，地方公共団体が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が

男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を

支援するため，情報の提供その他の必要な措置を講

ずるように努めるものとする。  

 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に，男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は，次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し，第十三条第三項

に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか，内閣総理大臣又は関

係各大臣の諮問に応じ，男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針，基本的な政策及び

重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し，調査審議し，必

要があると認めるときは，内閣総理大臣及び関係

各大臣に対し，意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の実施状況を監視し，及び政府の

施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を

調査し，必要があると認めるときは，内閣総理大

臣及び関係各大臣に対し，意見を述べること。 

（組織） 

第二十三条 会議は，議長及び議員二十四人以内をも

って組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は，内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は，会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は，次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから，内閣

総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を

有する者のうちから，内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は，同項に規定する議員の

総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち，男女のいずれか一方

の議員の数は，同号に規定する議員の総数の十分の

四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は，非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は，二年

とする。ただし，補欠の議員の任期は，前任者の残

任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は，再任されることがで

きる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は，その所掌事務を遂行するために
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必要があると認めるときは，関係行政機関の長に対

し，監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出，

意見の開陳，説明その他必要な協力を求めることが

できる。 

２ 会議は，その所掌事務を遂行するために特に必要

があると認めるときは，前項に規定する者以外の者

に対しても，必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか，会議の組織

及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項

は，政令で定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は，公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第

七号）は，廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議

会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条

の規定により置かれた男女共同参画審議会は，第二

十一条第一項の規定により置かれた審議会となり，

同一性をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第

一項の規定により任命された男女共同参画審議会の

委員である者は，この法律の施行の日に，第二十三

条第一項の規定により，審議会の委員として任命さ

れたものとみなす。この場合において，その任命さ

れたものとみなされる者の任期は，同条第二項の規

定にかかわらず，同日における旧審議会設置法第四

条第二項の規定により任命された男女共同参画審議

会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とす

る。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第

一項の規定により定められた男女共同参画審議会の

会長である者又は同条第三項の規定により指名され

た委員である者は，それぞれ，この法律の施行の日

に，第二十四条第一項の規定により審議会の会長と

して定められ，又は同条第三項の規定により審議会

の会長の職務を代理する委員として指名されたもの

とみなす。 

 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は，内閣法の一部を改正する法律（平

成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。

ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定め

る日から施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項，第十四条第三項，

第二十三条，第二十八条並びに第三十条の規定 

公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に

掲げる従前の審議会その他の機関の会長，委員その

他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の

任期は，当該会長，委員その他の職員の任期を定め

たそれぞれの法律の規定にかかわらず，その日に満

了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか，

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は，別に

法律で定める。 

 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六

〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は，平

成十三年一月六日から施行する。ただし，次の各号

に掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質，核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法

律附則の改正規定に係る部分に限る。），第千三百

五条，第千三百六条，第千三百二十四条第二項，

第千三百二十六条第二項及び第千三百四十四条

の規定 公布の日 
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４ 
性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関す

る国民の理解の増進に関する法律 
 

令和５年６月 23 日法律第 68号 

 

（目的） 

第一条 この法律は，性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティの多様性に関する国民の理解が必ずしも

十分でない現状に鑑み，性的指向及びジェンダーア

イデンティティの多様性に関する国民の理解の増進

に関する施策の推進に関し，基本理念を定め，並び

に国及び地方公共団体の役割等を明らかにするとと

もに，基本計画の策定その他の必要な事項を定める

ことにより，性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティの多様性を受け入れる精神を涵
かん

養し，もって性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

寛容な社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「性的指向」とは，恋愛感

情又は性的感情の対象となる性別についての指向を

いう。 

２ この法律において「ジェンダーアイデンティティ」

とは，自己の属する性別についての認識に関するそ

の同一性の有無又は程度に係る意識をいう。 

（基本理念） 

第三条 性的指向及びジェンダーアイデンティティの

多様性に関する国民の理解の増進に関する施策は，

全ての国民が，その性的指向又はジェンダーアイデ

ンティティにかかわらず，等しく基本的人権を享有

するかけがえのない個人として尊重されるものであ

るとの理念にのっとり，性的指向及びジェンダーア

イデンティティを理由とする不当な差別はあっては

ならないものであるとの認識の下に，相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資す

ることを旨として行われなければならない。 

（国の役割） 

第四条 国は，前条に定める基本理念（以下単に「基

本理念」という。）にのっとり，性的指向及びジェン

ダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解

の増進に関する施策を策定し，及び実施するよう努

めるものとする。 

（地方公共団体の役割） 

第五条 地方公共団体は，基本理念にのっとり，国と

の連携を図りつつ，その地域の実情を踏まえ，性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関

する国民の理解の増進に関する施策を策定し，及び

実施するよう努めるものとする。 

（事業主等の努力） 

第六条 事業主は，基本理念にのっとり，性的指向及

びジェンダーアイデンティティの多様性に関するそ

の雇用する労働者の理解の増進に関し，普及啓発，

就業環境の整備，相談の機会の確保等を行うことに

より性的指向及びジェンダーアイデンティティの多

様性に関する当該労働者の理解の増進に自ら努める

とともに，国又は地方公共団体が実施する性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

国民の理解の増進に関する施策に協力するよう努め

るものとする。 

２ 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）

第一条に規定する学校をいい，幼稚園及び特別支援

学校の幼稚部を除く。以下同じ。）の設置者は，基本

理念にのっとり，性的指向及びジェンダーアイデン

ティティの多様性に関するその設置する学校の児童，

生徒又は学生（以下この項及び第十条第三項におい

て「児童等」という。）の理解の増進に関し，家庭及

び地域住民その他の関係者の協力を得つつ，教育又

は啓発，教育環境の整備，相談の機会の確保等を行

うことにより性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティの多様性に関する当該学校の児童等の理解の増

進に自ら努めるとともに，国又は地方公共団体が実

施する性的指向及びジェンダーアイデンティティの

多様性に関する国民の理解の増進に関する施策に協

力するよう努めるものとする。 

（施策の実施の状況の公表） 

第七条 政府は，毎年一回，性的指向及びジェンダー

アイデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策の実施の状況を公表しなければなら

ない。 

（基本計画） 
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第八条 政府は，基本理念にのっとり，性的指向及び

ジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民

の理解の増進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため，性的指向及びジェンダーアイデンテ

ィティの多様性に関する国民の理解の増進に関する

基本的な計画（以下この条において「基本計画」と

いう。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は，性的指向及びジェンダーアイデンテ

ィティの多様性に関する国民の理解を増進するため

の基本的な事項その他必要な事項について定めるも

のとする。 

３ 内閣総理大臣は，基本計画の案を作成し，閣議の

決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は，前項の規定による閣議の決定が

あったときは，遅滞なく，基本計画を公表しなけれ

ばならない。 

５ 内閣総理大臣は，基本計画の案を作成するため必

要があると認めるときは，関係行政機関の長に対し，

資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

６ 政府は，性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性をめぐる情勢の変化を勘案し，並びに性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する施策の効果に関す

る評価を踏まえ，おおむね三年ごとに，基本計画に

検討を加え，必要があると認めるときは，これを変

更しなければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は，基本計画の変更

について準用する。 

（学術研究等） 

第九条 国は，性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティの多様性に関する学術研究その他の性的指向及

びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の策定に必要な研究を

推進するものとする。 

（知識の着実な普及等） 

第十条 国及び地方公共団体は，前条の研究の進捗状

況を踏まえつつ，学校，地域，家庭，職域その他の

様々な場を通じて，国民が，性的指向及びジェンダ

ーアイデンティティの多様性に関する理解を深める

ことができるよう，心身の発達に応じた教育及び学

習の振興並びに広報活動等を通じた性的指向及びジ

ェンダーアイデンティティの多様性に関する知識の

着実な普及，各般の問題に対応するための相談体制

の整備その他の必要な施策を講ずるよう努めるもの

とする。 

２ 事業主は，その雇用する労働者に対し，性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

理解を深めるための情報の提供，研修の実施，普及

啓発，就業環境に関する相談体制の整備その他の必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は，当該学校

の児童等に対し，性的指向及びジェンダーアイデン

ティティの多様性に関する理解を深めるため，家庭

及び地域住民その他の関係者の協力を得つつ，教育

又は啓発，教育環境に関する相談体制の整備その他

の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進

連絡会議） 

第十一条 政府は，内閣官房，内閣府，総務省，法務

省，外務省，文部科学省，厚生労働省，国土交通省

その他の関係行政機関の職員をもって構成する性的

指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会

議を設け，性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策

の総合的かつ効果的な推進を図るための連絡調整を

行うものとする。 

（措置の実施等に当たっての留意） 

第十二条 この法律に定める措置の実施等に当たって

は，性的指向又はジェンダーアイデンティティにか

かわらず，全ての国民が安心して生活することがで

きることとなるよう，留意するものとする。この場

合において，政府は，その運用に必要な指針を策定

するものとする。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は，公布の日から施行する。 

（検討） 

第二条 この法律の規定については，この法律の施行

後三年を目途として，この法律の施行状況等を勘案

し，検討が加えられ，その結果に基づいて必要な措

置が講ぜられるものとする。 
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５ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

 

令和４年５月 25 日法律第 52号 

最終改正：令和４年６月 17 日法律第 68 号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は，女性が日常生活又は社会生活を

営むに当たり女性であることにより様々な困難な問

題に直面することが多いことに鑑み，困難な問題を

抱える女性の福祉の増進を図るため，困難な問題を

抱える女性への支援に関する必要な事項を定めるこ

とにより，困難な問題を抱える女性への支援のため

の施策を推進し，もって人権が尊重され，及び女性

が安心して，かつ，自立して暮らせる社会の実現に

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「困難な問題を抱える女性」

とは，性的な被害，家庭の状況，地域社会との関係

性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活

を円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（そのお

それのある女性を含む。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 困難な問題を抱える女性への支援のための施

策は，次に掲げる事項を基本理念として行われなけ

ればならない。 

一 女性の抱える問題が多様化するとともに複合

化し，そのために複雑化していることを踏まえ，

困難な問題を抱える女性が，それぞれの意思が尊

重されながら，抱えている問題及びその背景，心

身の状況等に応じた最適な支援を受けられるよ

うにすることにより，その福祉が増進されるよう，

その発見，相談，心身の健康の回復のための援助，

自立して生活するための援助等の多様な支援を

包括的に提供する体制を整備すること。 

二 困難な問題を抱える女性への支援が，関係機関

及び民間の団体の協働により，早期から切れ目な

く実施されるようにすること。 

三 人権の擁護を図るとともに，男女平等の実現に

資することを旨とすること。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は，前条の基本理念にの

っとり，困難な問題を抱える女性への支援のために

必要な施策を講ずる責務を有する。 

（関連施策の活用） 

第五条 国及び地方公共団体は，困難な問題を抱える

女性への支援のための施策を講ずるに当たっては，

必要に応じて福祉，保健医療，労働，住まい及び教

育に関する施策その他の関連施策の活用が図られる

よう努めなければならない。 

（緊密な連携） 

第六条 国及び地方公共団体は，困難な問題を抱える

女性への支援のための施策を講ずるに当たっては，

関係地方公共団体相互間の緊密な連携が図られると

ともに，この法律に基づく支援を行う機関と福祉事

務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）

に規定する福祉に関する事務所をいう。），児童相談

所，児童福祉施設（児童福祉法（昭和二十二年法律

第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施

設をいう。），保健所，医療機関，職業紹介機関（労

働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及

び職業生活の充実等に関する法律（昭和四十一年法

律第百三十二号）第二条に規定する職業紹介機関を

いう。），職業訓練機関，教育機関，都道府県警察，

日本司法支援センター（総合法律支援法（平成十六

年法律第七十四号）第十三条に規定する日本司法支

援センターをいう。），配偶者暴力相談支援センター

（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律（平成十三年法律第三十一号）第三条第一

項に規定する配偶者暴力相談支援センターをいう。）

その他の関係機関との緊密な連携が図られるよう配

慮しなければならない。 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第七条 厚生労働大臣は，困難な問題を抱える女性へ

の支援のための施策に関する基本的な方針（以下「基

本方針」という。）を定めなければならない。 
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２ 基本方針においては，次に掲げる事項につき，次

条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町

村基本計画の指針となるべきものを定めるものとす

る。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基

本的な事項 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施

策の内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のた

めの施策の実施に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は，基本方針を定め，又はこれを変

更しようとするときは，あらかじめ，関係行政機関

の長に協議しなければならない。 

４ 厚生労働大臣は，基本方針を定め，又はこれを変

更したときは，遅滞なく，これを公表しなければな

らない。 

（都道府県基本計画等） 

第八条 都道府県は，基本方針に即して，当該都道府

県における困難な問題を抱える女性への支援のため

の施策の実施に関する基本的な計画（以下この条に

おいて「都道府県基本計画」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県基本計画においては，次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基

本的な方針 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施

策の実施内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のた

めの施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は，基本方針

に即し，かつ，都道府県基本計画を勘案して，当該

市町村における困難な問題を抱える女性への支援の

ための施策の実施に関する基本的な計画（以下この

条において「市町村基本計画」という。）を定めるよ

う努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は，都道府県基本計画又は市

町村基本計画を定め，又は変更したときは，遅滞な

く，これを公表しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は，都道府県又は市町村に対し，都

道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために

必要な助言その他の援助を行うよう努めなければな

らない。 

第三章 女性相談支援センターによる支援等 

（女性相談支援センター） 

第九条 都道府県は，女性相談支援センターを設置し

なければならない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二

百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都

市」という。）は，女性相談支援センターを設置する

ことができる。 

３ 女性相談支援センターは，困難な問題を抱える女

性への支援に関し，主として次に掲げる業務を行う

ものとする。 

一 困難な問題を抱える女性に関する各般の問題

について，困難な問題を抱える女性の立場に立っ

て相談に応ずること又は第十一条第一項に規定

する女性相談支援員若しくは相談を行う機関を

紹介すること。 

二 困難な問題を抱える女性（困難な問題を抱える

女性がその家族を同伴する場合にあっては，困難

な問題を抱える女性及びその同伴する家族。次号

から第五号まで及び第十二条第一項において同

じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護

を行うこと。 

三 困難な問題を抱える女性の心身の健康の回復

を図るため，医学的又は心理学的な援助その他の

必要な援助を行うこと。 

四 困難な問題を抱える女性が自立して生活する

ことを促進するため，就労の支援，住宅の確保，

援護，児童の保育等に関する制度の利用等につい

て，情報の提供，助言，関係機関との連絡調整そ

の他の援助を行うこと。 

五 困難な問題を抱える女性が居住して保護を受

けることができる施設の利用について，情報の提

供，助言，関係機関との連絡調整その他の援助を

行うこと。 

４ 女性相談支援センターは，その業務を行うに当た

っては，その支援の対象となる者の抱えている問題

及びその背景，心身の状況等を適切に把握した上で，

その者の意向を踏まえながら，最適な支援を行うも

のとする。 

５ 女性相談支援センターに，所長その他所要の職員

を置く。 

６ 女性相談支援センターには，第三項第二号の一時

保護を行う施設を設けなければならない。 
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７ 第三項第二号の一時保護は，緊急に保護すること

が必要と認められる場合その他厚生労働省令で定め

る場合に，女性相談支援センターが，自ら行い，又

は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行うものとする。 

８ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役

員若しくは職員又はこれらの者であった者は，正当

な理由がなく，その委託を受けた業務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

９ 第三項第二号の一時保護に当たっては，その対象

となる者が監護すべき児童を同伴する場合には，当

該児童の状況に応じて，当該児童への学習に関する

支援が行われるものとする。 

10 女性相談支援センターは，その業務を行うに当た

っては，必要に応じ，困難な問題を抱える女性への

支援に関する活動を行う民間の団体との連携に努め

るものとする。 

11 前各項に定めるもののほか，女性相談支援センタ

ーに関し必要な事項は，政令で定める。 

（女性相談支援センターの所長による報告等） 

第十条 女性相談支援センターの所長は，困難な問題

を抱える女性であって配偶者のないもの又はこれに

準ずる事情にあるもの及びその者の監護すべき児童

について，児童福祉法第六条の三第十八項に規定す

る妊産婦等生活援助事業の実施又は同法第二十三条

第二項に規定する母子保護の実施が適当であると認

めたときは，これらの者を当該妊産婦等生活援助事

業の実施又は当該母子保護の実施に係る都道府県又

は市町村の長に報告し，又は通知しなければならな

い。 

（女性相談支援員） 

第十一条 都道府県（女性相談支援センターを設置す

る指定都市を含む。第二十条第一項（第四号から第

六号までを除く。）並びに第二十二条第一項及び第二

項第一号において同じ。）は，困難な問題を抱える女

性について，その発見に努め，その立場に立って相

談に応じ，及び専門的技術に基づいて必要な援助を

行う職務に従事する職員（以下「女性相談支援員」

という。）を置くものとする。 

２ 市町村（女性相談支援センターを設置する指定都

市を除く。第二十条第二項及び第二十二条第二項第

二号において同じ。）は，女性相談支援員を置くよう

努めるものとする。 

３ 女性相談支援員の任用に当たっては，その職務を

行うのに必要な能力及び専門的な知識経験を有する

人材の登用に特に配慮しなければならない。 

（女性自立支援施設） 

第十二条 都道府県は，困難な問題を抱える女性を入

所させて，その保護を行うとともに，その心身の健

康の回復を図るための医学的又は心理学的な援助を

行い，及びその自立の促進のためにその生活を支援

し，あわせて退所した者について相談その他の援助

を行うこと（以下「自立支援」という。）を目的とす

る施設（以下「女性自立支援施設」という。）を設置

することができる。 

２ 都道府県は，女性自立支援施設における自立支援

を，その対象となる者の意向を踏まえながら，自ら

行い，又は市町村，社会福祉法人その他適当と認め

る者に委託して行うことができる。 

３ 女性自立支援施設における自立支援に当たっては，

その対象となる者が監護すべき児童を同伴する場合

には，当該児童の状況に応じて，当該児童への学習

及び生活に関する支援が行われるものとする。 

（民間の団体との協働による支援） 

第十三条 都道府県は，困難な問題を抱える女性への

支援に関する活動を行う民間の団体と協働して，そ

の自主性を尊重しつつ，困難な問題を抱える女性に

ついて，その意向に留意しながら，訪問，巡回，居

場所の提供，インターネットの活用，関係機関への

同行その他の厚生労働省令で定める方法により，そ

の発見，相談その他の支援に関する業務を行うもの

とする。 

２ 市町村は，困難な問題を抱える女性への支援に関

する活動を行う民間の団体と協働して，その自主性

を尊重しつつ，困難な問題を抱える女性について，

その意向に留意しながら，前項の業務を行うことが

できる。 

（民生委員等の協力） 

第十四条 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八

号）に定める民生委員，児童福祉法に定める児童委

員，人権擁護委員法（昭和二十四年法律第百三十九

号）に定める人権擁護委員，保護司法（昭和二十五

年法律第二百四号）に定める保護司及び更生保護事

業法（平成七年法律第八十六号）に定める更生保護

事業を営む者は，この法律の施行に関し，女性相談

支援センター及び女性相談支援員に協力するものと
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する。 

（支援調整会議） 

第十五条 地方公共団体は，単独で又は共同して，困

難な問題を抱える女性への支援を適切かつ円滑に行

うため，関係機関，第九条第七項又は第十二条第二

項の規定による委託を受けた者，困難な問題を抱え

る女性への支援に関する活動を行う民間の団体及び

困難な問題を抱える女性への支援に従事する者その

他の関係者（以下この条において「関係機関等」と

いう。）により構成される会議（以下この条において

「支援調整会議」という。）を組織するよう努めるも

のとする。 

２ 支援調整会議は，困難な問題を抱える女性への支

援を適切かつ円滑に行うために必要な情報の交換を

行うとともに，困難な問題を抱える女性への支援の

内容に関する協議を行うものとする。 

３ 支援調整会議は，前項に規定する情報の交換及び

協議を行うため必要があると認めるときは，関係機

関等に対し，資料又は情報の提供，意見の開陳その

他必要な協力を求めることができる。 

４ 関係機関等は，前項の規定による求めがあった場

合には，これに協力するよう努めるものとする。 

５ 次の各号に掲げる支援調整会議を構成する関係機

関等の区分に従い，当該各号に定める者は，正当な

理由がなく，支援調整会議の事務に関して知り得た

秘密を漏らしてはならない。 

一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員

又は職員であった者 

二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれ

らの者であった者 

三 前二号に掲げる者以外の者 支援調整会議を

構成する者又は当該者であった者 

６ 前各項に定めるもののほか，支援調整会議の組織

及び運営に関し必要な事項は，支援調整会議が定め

る。 

第四章 雑則 

（教育及び啓発） 

第十六条 国及び地方公共団体は，この法律に基づく

困難な問題を抱える女性への支援に関し国民の関心

と理解を深めるための教育及び啓発に努めるものと

する。 

２ 国及び地方公共団体は，自己がかけがえのない個

人であることについての意識の涵
かん

養に資する教育及

び啓発を含め，女性が困難な問題を抱えた場合にこ

の法律に基づく支援を適切に受けることができるよ

うにするための教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進） 

第十七条 国及び地方公共団体は，困難な問題を抱え

る女性への支援に資するため，効果的な支援の方法，

その心身の健康の回復を図るための方法等に関する

調査研究の推進に努めるものとする。 

（人材の確保等） 

第十八条 国及び地方公共団体は，困難な問題を抱え

る女性への支援に従事する者の適切な処遇の確保の

ための措置，研修の実施その他の措置を講ずること

により，困難な問題を抱える女性への支援に係る人

材の確保，養成及び資質の向上を図るよう努めるも

のとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第十九条 国及び地方公共団体は，困難な問題を抱え

る女性への支援に関する活動を行う民間の団体に対

し，必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十条 都道府県は，次に掲げる費用（女性相談支

援センターを設置する指定都市にあっては，第一号

から第三号までに掲げる費用に限る。）を支弁しなけ

ればならない。 

一 女性相談支援センターに要する費用（次号に掲

げる費用を除く。） 

二 女性相談支援センターが行う第九条第三項第

二号の一時保護（同条第七項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場

合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する

費用 

三 都道府県が置く女性相談支援員に要する費用 

四 都道府県が設置する女性自立支援施設の設備

に要する費用 

五 都道府県が行う自立支援（市町村，社会福祉法

人その他適当と認める者に委託して行う場合を

含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

六 第十三条第一項の規定により都道府県が自ら

行い，又は民間の団体に委託して行う困難な問題

を抱える女性への支援に要する費用 

２ 市町村は，市町村が置く女性相談支援員に要する

費用を支弁しなければならない。 

３ 市町村は，第十三条第二項の規定により市町村が
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自ら行い，又は民間の団体に委託して行う困難な問

題を抱える女性への支援に要する費用を支弁しなけ

ればならない。 

（都道府県等の補助） 

第二十一条 都道府県は，社会福祉法人が設置する女

性自立支援施設の設備に要する費用の四分の三以内

を補助することができる。 

２ 都道府県又は市町村は，第十三条第一項又は第二

項の規定に基づく業務を行うに当たって，法令及び

予算の範囲内において，困難な問題を抱える女性へ

の支援に関する活動を行う民間の団体の当該活動に

要する費用（前条第一項第六号の委託及び同条第三

項の委託に係る委託費の対象となる費用を除く。）の

全部又は一部を補助することができる。 

（国の負担及び補助） 

第二十二条 国は，政令で定めるところにより，都道

府県が第二十条第一項の規定により支弁した費用の

うち，同項第一号及び第二号に掲げるものについて

は，その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は，予算の範囲内において，次に掲げる費用の

十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が第二十条第一項の規定により支弁

した費用のうち，同項第三号及び第五号に掲げる

もの（女性相談支援センターを設置する指定都市

にあっては，同項第三号に掲げるものに限る。） 

二 市町村が第二十条第二項の規定により支弁し

た費用 

３ 国は，予算の範囲内において，都道府県が第二十

条第一項の規定により支弁した費用のうち同項第六

号に掲げるもの及び市町村が同条第三項の規定によ

り支弁した費用並びに都道府県及び市町村が前条第

二項の規定により補助した金額の全部又は一部を補

助することができる。 

第五章 罰則 

第二十三条 第九条第八項又は第十五条第五項の規定

に違反して秘密を漏らした者は，一年以下の懲役又

は五十万円以下の罰金に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は，令和六年四月一日から施行する。

ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定め

る日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条，第五条及び第三十八条

の規定 公布の日 

二 附則第三十四条の規定 この法律の公布の日

又は児童福祉法等の一部を改正する法律（令和四

年法律第六十六号）の公布の日のいずれか遅い日 

三 略 

四 附則第三十六条の規定 この法律の公布の日

又は刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係法律の整理等に関する法律（令和四年法律第

六十八号）の公布の日のいずれか遅い日 

（検討） 

第二条 政府は，この法律の公布後三年を目途として，

この法律に基づく支援を受ける者の権利を擁護する

仕組みの構築及び当該支援の質を公正かつ適切に評

価する仕組みの構築について検討を加え，その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

２ 政府は，前項に定める事項のほか，この法律の施

行後三年を目途として，この法律の施行の状況につ

いて検討を加え，必要があると認めるときは，その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（準備行為） 

第三条 厚生労働大臣は，この法律の施行の日（以下

「施行日」という。）前においても，第七条第一項か

ら第三項までの規定の例により，基本方針を定める

ことができる。この場合において，厚生労働大臣は，

同条第四項の規定の例により，これを公表すること

ができる。 

２ 前項の規定により定められ，公表された基本方針

は，施行日において，第七条第一項から第三項まで

の規定により定められ，同条第四項の規定により公

表された基本方針とみなす。 

（婦人補導院法の廃止） 

第十条 婦人補導院法は，廃止する。 

（婦人補導院法の廃止に伴う経過措置） 

第十一条 旧婦人補導院法第十二条の規定による手当

金の支給及び旧婦人補導院法第十九条の規定による

遺留金品の措置については，なお従前の例による。

この場合において，これらに関する事務は，法務省

令で定める法務省の職員が行うものとする。 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか，この法律

の施行に関し必要な経過措置は，政令で定める。 
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附 則 （令和四年六月一五日法律第六六号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は，令和六年四月一日から施行する。

ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定め

る日から施行する。 

一 附則第七条，第八条及び第十七条の規定 公布

の日 

（罰則に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にした行為に対する罰則

の適用については，なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十七条 附則第三条から前条までに規定するものの

ほか，この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は，政令で定める。 

 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 

抄 

（施行期日） 

１ この法律は，刑法等一部改正法施行日から施行す

る。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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６ やちよ男女共同参画プラン懇話会設置要領及び委員名簿 

 

（設置） 

第１条 本市における男性や女性が抱える問題に関す

る施策の総合的かつ効果的な推進を図るため，やち

よ男女共同参画プラン懇話会（以下「懇話会」とい

う。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 懇話会は，次の事項について提言を行う。 

⑴ 男女共同参画に関する施策の推進に関するこ

と。 

⑵ やちよ男女共同参画プランに関すること。 

⑶ その他会長が必要と認める事項 

 

（組織及び委員） 

第３条 懇話会は，委員 15 人以内をもって組織する。 

２ 委員は，市民及び学識経験を有する者のうちから

市長が依頼する。 

３ 委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は，前

任者の残任期間とする。 

 

（会長及び副会長） 

第４条 懇話会に会長及び副会長を置き，委員の互選

により定める。 

２ 会長は，会務を総理し，懇話会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき

又は会長が欠けたときは，その職務を代行する。 

 

（会議） 

第５条 懇話会の会議は，会長が招集し，会長が会議

の議長となる。 

２ 会長は，必要があると認めるときは，関係者をそ

の会議に出席させ，意見又は説明を求めることがで

きる。 

 

（庶務） 

第６条 懇話会の庶務は，企画部企画経営課において

処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか，懇話会の運営

に関し必要な事項は，会長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は，平成７年 10月 24日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成 16年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成 18年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成 20年６月６日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成 22年２月 16日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成 23年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成 31年４月１日から施行する。 
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やちよ男女共同参画プラン懇話会委員名簿 

 

（任期／令和５年 10 月１日から令和７年９月 30 日まで） 

№ 区分 氏名 所属等 備考 

１ 

市
民
（
公
募
） 

力石 洋平 公募市民 副会長 

２ 武田 美保 公募市民  

３ 中田 雅彦 公募市民  

４ 周郷 綾 公募市民  

５ 平山 ひより 公募市民  

６ 

学
識
経
験
者 

木村 惠子 千葉県退職女性校長会役員 会長 

７ 高橋 英治 八千代商工会議所業務推進室事務局長  

８ 山口 充美 
八千代市防犯組合連合会元会長（現顧問） 

保護司 
 

９ 鈴木 京子 消防団本部付分団長  

10 島 利栄子 「女性の日記から学ぶ会」代表 
令和６年６月 12 日

から委嘱 

（敬称略） 
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７ 八千代市男女共同参画推進会議設置要綱 

 

平成４年８月１日訓令乙第 11 号 

最終改正：令和６年８月 27 日訓令乙第２号 

 

（設置） 

第１条 本市における男女共同参画に関する施策の総

合的かつ効果的な推進を図るため，八千代市男女共

同参画推進会議（以下「推進会議」という。）を設置

する。 

（所掌事項） 

第２条 推進会議の所掌事項は，次のとおりとする。 

⑴ 男女共同参画に関する施策の推進に関するこ

と。 

⑵ やちよ男女共同参画プランに関すること。 

⑶ その他会長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 推進会議は，会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は，企画部長の職にある者をもって充てる。 

３ 委員は，別表第１に掲げる職にある者をもって充

てる。 

（会長） 

第４条 会長は，会務を総理し，推進会議を代表する。 

２ 会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，

会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理す

る。 

（会議） 

第５条 推進会議の会議は，会長が招集し，その議長

となる。 

２ 会長は，必要があると認めるときは，委員以外の

者をその会議に出席させ，意見又は説明を求めるこ

とができる。 

（幹事会） 

第６条 推進会議に幹事会を設置し，総括幹事及び幹

事をもって組織する。 

２ 総括幹事は，企画部次長の職にある者をもって充

て，幹事は，別表第２に掲げる職にある者をもって

充てる。 

３ 総括幹事は，必要の都度幹事会の会議を招集し，

これを主宰する。 

４ 幹事会は，推進会議の所掌事項に関する専門的な

調査及び検討並びに推進会議の会議に付議すべき事

項の事前調整及び調査を行うものとする。 

５ 総括幹事は，必要があると認めるときは，幹事以

外の者をその会議に出席させ，意見又は説明を求め

ることができる。 

（研究会） 

第７条 会長は，推進会議の所掌事項に関する基本的

な課題の調査及び研究のため，必要があると認める

ときは，研究会を設置することができる。 

２ 研究会は，会長が指名する職員をもって組織し，

研究会の長は，会長が幹事から指名する。 

３ 研究会の長は，研究会において調査及び研究した

結果について，会長に報告しなければならない。 

（庶務） 

第８条 推進会議の庶務は，企画部企画経営課におい

て処理する。 

（その他） 

第９条 この訓令に定めるもののほか，推進会議の運

営に関し必要な事項は，会長が別に定める。 

 

附 則 

この訓令は，令達の日から施行する。 

 

附 則（平成７年訓令乙第９号） 

この訓令は，令達の日から施行する。 

 

附 則（平成８年訓令乙第６号） 

この訓令は，平成８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成９年訓令乙第６号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は，令達の日から施行する。 

 

附 則（平成 11年訓令乙第 11号） 

この訓令は，平成 11年 10月１日から施行する。 
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附 則（平成 13年訓令乙第１号） 

この訓令は，平成 13年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 16年訓令乙第２号） 

この訓令は，平成 16年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 17年訓令乙第９号） 

この訓令は，令達の日から施行する。 

 

附 則（平成 18年訓令乙第６号） 

この訓令は，平成 18年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 23年訓令乙第１号） 

この訓令は，平成 23年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年訓令乙第１号） 

この訓令は，令達の日から施行する。 

 

附 則（令和３年訓令乙第２号） 

この訓令は，令達の日から施行する。 

 

附 則（令和５年訓令乙第１号） 

この訓令は，令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年訓令乙第２号） 

この訓令は，令達の日から施行する。 

 

別表第１（第３条第３項） 

企画部長 

総務部長 

健康福祉部長 

子ども部長 

経済環境部長 

教育委員会教育次長 

 

別表第２（第６条第２項） 

企画部    企画経営課長 

企画経営課男女共同参画セン

ター所長 

総務部    危機管理課長 

職員課長 

健康福祉部  福祉総合相談課長 

子ども部   子ども保育課長 

子ども福祉課長 

子ども福祉課子ども相談セン

ター所長 

母子保健課長 

経済環境部  商工観光課長 

議会事務局  庶務課長 

選挙管理委員会事務局 次長 

教育委員会  指導課長 

       保健体育課長 

       生涯学習振興課長 

消防本部   消防総務課長 
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